
SPARC Japan NewsLetter NO.48 

1 

 
 
 
 
 
 

SPARC Japan ニュースレターでは、各回セミナーの報告に講演やパネルディスカッションを

書き起こしたドキュメントを加え、さらにそのほかの SPARC Japan の活動をご紹介します。 
※所属、肩書はすべて開催当時のものです。 
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■ SPARC Japan 活動報告 
 
arXiv.org 活動支援について 

arXiv.org< https://arxiv.org/ >は、物理学、数学、コンピュータサイエンス等のプレプリント

サーバとして、同分野を中心とした研究成果のオープンアクセスとアーカイブを進めていま

す。2025 年 3 月末時点の収録論文数は 270 万件を突破し、総ダウンロード数は 2025 年 3 月時

点で約 32.1 億件です。 

利用件数上位の機関による財政支援があり、2013 年に開始した「arXiv.org 会員制プログラ

ム」により 2023 年 10 月時点で 30 カ国 278 機関が参加しています。 

日本においては、arXiv.org の利用実績が多い研究機関がコンソーシアムを形成してこの取

組みを支援しており、2009 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取り

まとめを行っています。 

arXiv.org の利用頻度が高い国内機関に対して 2024 年の参加意向調査を行った結果、2025 年

3 月末現在の参加機関は 17 機関です。 

arXiv.org に関しては以下ウェブサイトを公開しています。 

https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/arXiv/ 

 

CLOCKSS 活動支援について 

CLOCKSS（Controlled Lots of  Copies Keep Stuff  Safe）< https://clockss.org/ >は、全世界の研

究者のために電子的な学術コンテンツの長期保存を実現することを目的として活動していま

NO.48 2025 年 6 月 

 

ISSN 1883-826X 

https://arxiv.org/
https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/arXiv/
https://clockss.org/


   SPARC Japan NewsLetter NO.48 

2 

す。具体的にはアーカイブとそれを運営するコミュニティを構築して、コンテンツが出版社

から提供されなくなった場合にアーカイブ上のコンテンツを広く利用できるようにするなど

の取り組みを行っています。また、コンテンツを保持する世界12のノード機関の一つとして、

国立情報学研究所が参画しています。 

日本においては、2013 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取りま

とめを行っています。 

大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）会員館を中心に 2024 年の参加意向調査を行っ

た結果、2025 年 3 月末現在の参加機関は 103 機関です。 

関連会議は、以下のとおり開催され、日本の参加機関を代表して国立情報学研究所武田英

明教授が参加しました。 

・CLOCKSS Board of  Directors 会議 2024 年 10 月 23 日（オンライン）、2025 年 2 月 24 日（オ

ンライン） 

 

SCOAP3活動支援について 

SCOAP3< https://scoap3.org/ >は、欧州原子核研究機構（CERN）が主導する、高エネルギ

ー物理学（HEP）分野の査読付き学術雑誌論文のオープンアクセスを実現する国際連携プロ

ジェクトです。日本においては、SCOAP3対象誌を購読している研究機関を中心に、従来図書

館が出版社に支払ってきた購読料を、論文出版加工料（APC）に振り替えることで、HEP 分

野の主要な学術雑誌のオープンアクセスを支援しています。 

日本においては、2014 年から国立情報学研究所にて、参加意向確認および年会費の取りま

とめを行っています。 

フェーズ 3（2020-2024 年）を支援する国内機関を中心に 2024 年の参加意向調査を行った結

果、2025 年 3 月末現在の参加機関は 82 機関です。 

また、2024 年の Governing Council 会議において承認された高エネルギー物理学分野におけ

る関連書籍を対象にオープンアクセス化を行う SCOAP3 for Books 2024 プロジェクト< 

https://scoap3.org/scoap3-books/ >について、2024 年 9 月に SCOAP³参加機関宛に関心調査を行

った結果、7 機関に賛同をいただけました。 

SCOAP3 に関しては以下ウェブサイトを公開しています。 

https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/scoap3/ 

 

SCOAP3フェーズ 4（2025-2027）の対応について 

2020 年に始まった同プロジェクトのフェーズ 3（2020 年～2024 年）は 2024 年末に終了しま

した。この期間においては、47 か国以上の国の図書館、主要な資金提供機関、研究センター

等が同プロジェクトを支援し、その結果として、高品質の査読付きジャーナルの 68,500 件を

超える論文のオープンアクセス出版をサポートしてきました。また、アメリカ物理学会（APS）

の 3 つのジャーナル含め、HEP 分野のジャーナル出版物の 90％をカバーするに至っています。

https://scoap3.org/
https://scoap3.org/scoap3-books/
https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/scoap3/
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こうしたことから、SCOAP3 参加各国の代表者で構成される Governing Council において、2025

年～2027 年の 3 年間をフェーズ 4 として、同プロジェクトが継続される運びとなりました。 

このプロジェクトの継続には、従来対象ジャーナルの購読料を支払ってきた大学図書館等

からの支援が引き続き不可欠です。そこで、フェーズ 3 を踏襲したフェーズ 4 における各参

加機関については、原則以下の方法に基づいて、SCOAP3 の支援に係る拠出額を算出すること

となりました。 

1. アメリカ物理学会（APS）が発行する雑誌に係る拠出額 

2025年以降における各機関の購読価格（原価）に、定められた係数（※1）を乗じて算出

する。 

2. 前述の APS が発行する雑誌以外（non-APS）の雑誌に係る拠出額 

フェーズ 3 における各機関の拠出額（原価）に 0.82（※2）を乗じて算出する。 

フェーズ 3 からの参加機関については、20 ユーロ以上の任意の金額とする。 

※1 2025 年の場合は、APS-ALL ＝11.25% Physical Review C ＝8.00% Physical Review D ＝

54.00% Physical Review Letters ＝11.00% で年ごとに係数は異なる。 

※2 5.3 （フェーズ 4 のために算出された、高エネルギー物理学分野における日本の論文

シェア） ÷ 6.5 （フェーズ 3 のために算出された、同分野における日本の論文シェア） 

 

なお、参加機関が実際に拠出する際は、国立情報学研究所が定める為替レートを用いて、

円建てでお支払いいただくことになります。 

 

この結果が 2024 年 10 月に周知された後、国内の SCOAP3 事務局を務める国立情報学研究所

は、大学等図書館に対して 2025 年の参加意向に係る調査へのご回答を依頼しました。この調

査へのご回答は、2025 年 1 月 31 日をもって締め切らせていただきましたが、引き続き同プロ

ジェクトへのご参加・ご支援を受け付けております。 

詳細は以下のウェブサイトをご確認ください。このプロジェクトへの参画を通して、学術

情報の流通促進についてご協力を賜りますようお願いいたします。 

 https://www.nii.ac.jp/sparc/about/international/scoap3/survey2025.html 
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■ SPARC Japan セミナー報告 
 

SPARC Japan セミナー2024 

「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて」 

2025 年 1 月 30 日（木） オンライン開催 参加者（Webex Webinars）：805 名（延べ人数） 
 

次ページ以降に、当日参加者のコメント（抜粋）、企画後記およびドキュメント全文（再掲）を掲載しています。

その他の情報は SPARC Japan の Web サイトをご覧ください。 

(https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2024/20250130.html) 

 

企画概要 

研究者が自らの研究成果を自由に、かつ広く公開・共有し、国民が広くその知的資産にアクセスできる環境を

構築するため、学術論文等の即時 OA 化が目前に迫っています。 

 

では、広くこれらの知的資産にアクセスできる未来は、どのような世界になるでしょうか。研究者は、そして

市民はこれらの知的資産をどのように利用できるでしょうか。研究分野によっては、すでに研究データや論文は

オープンなものであり、オープンアクセスを前提として研究が進められています。「政策に則って研究成果をオー

プンにする」だけではなく、どのように使われるかを検討して OA 義務化へ対応し、またその先の未来につなげ

てゆくべきではないでしょうか。 

 

本セミナーでは、オープンサイエンスの先にある世界はどのようなものか、研究成果はどのように利用されう

るのか、研究者や図書館等による先進事例や構想を元に 2030 年の未来像を展望し、実現に向けた今後の取り組み

を検討します。 

 

 

 

パネルディスカッション（左から池内氏、矢吹氏、引原氏、川島氏、髙橋氏、瀬戸氏、北本氏、武田氏、野末氏、竹内氏） 

 

  

https://www.nii.ac.jp/sparc/event/2024/20250130.html
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参加者から

（大学/図書館関係） 

・いろいろな分野の先生のお話が聞けて有益でした。

研究者の声を聴くことができてよかった。 

・パネルディスカッションで、それぞれの立場からの

意見交換を聞くことができて有意義でした。オープン

アクセスに関して、文科省・内閣府からの発信の中で、

図書館を通じて組織内に情報を伝えることを望まれて

いるように感じており、それは少し荷が重く難しいと

思っていましたが、それぞれの立場で色々とモヤモヤ

することがあるとわかったので、少し俯瞰で見られる

ように意識が変えられそうです。ありがとうございま

した。 

・豪華顔ぶれで、非常に有用なセミナーでした。特に、

リバネス髙橋氏のご発表はとても新鮮で、大学の持つ

潜在的な魅力・人材・コンテンツは、もっともっと活

かしていけるものだと勇気をいただけました。パネル

ディスカッションも大変刺激を受けました。 

・即時 OA への取り組みについて図書館が主体で動く

のではなく研究者が主体性を持って取り組んでいく意

識をもたなければということに共感しました。 

・大変興味深かった。よく聞く話、というものが少な

く、刺激になった。なお、別の話になるが、「OA/OS

の主語は研究者である」ということをより公的な者が

明言してほしいと思った。パネルの話題にも挙がった

ように、大学図書館は積極的に取り組んでいるが、他

大学においても孤軍奮闘に陥っている様子が分かった

から。以前のＥＪ整備の様に、図書館が五月蠅いから、

とか、図書館は金の要求ばかり、といった形になると、

生産的な議論にならず、推進に障りがあると感じてい

る。 

（大学/その他） 

・オープンアクセスが義務化になった意味や本来ある

べき方向性など、よいお話を聞くことができました。

研究者、図書館のみの話ではなく、研究とはどのよう

なものなのか、根本的に考えるべきことかと思いまし

た。 

・様々なお立場からのご意見が聞けたところが、とて

もよかったです。特に即時 OA は、大学ではどのよう

に取り組んでいくべきかを、みなさん試行錯誤してい

らっしゃる段階なので、こうやって日本全体として意

見や知恵を出し合って最適解を見つけていけると良い

なと思いました。 

（その他/図書館関係） 

・「やらされている感」を持っていたが、OA 化を投資

として戦略的に考える、という視点を得られたことが

収穫だった。 

・OA 義務化のその先へというテーマが非常に面白か

ったです。どうしても、現在の環境・業務のリソース

を中心にセーブしがち・ネガティブな考えになりがち

でしたが、どこに持って行くのか・どういった世界を

作りたいのかを考えて主体的に動くようなマインド

セットにすれば、間違っても修正出来るのだと気づき

ました。パネルディスカッションでの先生方の発言は

すべてが金言です、本当にありがとうございました。 
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企画後記

オープンアクセスの拡大がもたらす可能性と、学

術コミュニティや図書館の進化について、第一線で

活躍されている方々のお話を伺いながら議論を深め

たい──そんな思いで企画しました。登壇者と聴衆

の皆さまの意見が交差し、より自由に、より遠い未

来を見据えて学術情報流通を捉え直し、OA や図書館

観をアップデートする機会になったのではないでし

ょうか。質問や企画 WG の意見を拾いきれなかった

のは心残りですが、今後も対話を継続していければ

と願っています。 

池内 有為 

（文教大学） 

オープンアクセス義務化は、「義務」という言葉

の印象から、特に現場では「やらなければならない

もの」「やらされているもの」と考えがちではないか

と思います。今回初めて企画 WG に参画させていた

だきましたが、私自身、様々な立場の方のお話を伺

うことで、単なる「義務としての OA 化」ではなく

「未来の可能性をつくるための OA 化」という認識

を新たにすることができました。 

江沢 美保 

（一橋大学） 

企画 WG メンバーの前任である同僚からのご縁

で 2024 年度より企画 WG メンバーに加わりました。

大学図書館の世界はまったくの未知で、戸惑いの連

続でしたが、図書館という場への素朴な好奇心に助

けられ、たくさんの刺激を受けました。今回は登壇

者として、ライフサイエンス分野におけるオープン

データの歴史と展望についてお話しする機会もいた

だき、自分にとっても大きな学びとなりました。今

後、少しずつでも理解を深めていければと思ってい

ます。 

川島 秀一 

（ライフサイエンス統合データベースセンター） 

セミナーテーマが、「『政策に則って研究成果をオ

ープンにする』だけではなくその先の未来をどう考

えていくか…」ということで、様々な背景の講師陣

による豪華 9 本立ての講演から始まり、パネルディ

スカッションもこれまた豪華なメンバーでの充実し

たディスカッション、という贅沢なセミナーになり

ました。このような企画はこの先も含めなかなか実

現するのは難しいのではないかと思います。本企画

に携わることができて幸せでした。ありがとうござ

いました。 

野中 雄司 

（京都大学） 

昨年度に続き、今年度の SPARC Japan セミナーで

も「OA 義務化」に関連するテーマを取り上げました。

時代の一歩先を見据える SPARC Japan らしく、今回

は「義務化のその先にある未来」を見据えることに

挑戦しました。OA を目的とするのではなく、より健

全な学術情報流通のあり方を見通し、実現するため

の行動につなげることを目指したことで、さまざま

な立場の関係者が意見を交わす場を持つことの重要

性を、あらためて強く実感しています。 

林 和弘 

（科学技術・学術政策研究所） 

オープンアクセス義務化については、政策が発表

された当初から研究者や図書館員から多くの困惑の

声が聞こえてきました。そこで、義務化の先に何が

あるのか、また未来はどうなるのかがわかれば、取

り組むモチベーションも高まるのではと考えて企画

に携わりました。政策であることから「やらされる」

側面があることは否定できませんが、9 人の皆様の

ご発表が未来を信じ気分を「アゲ」て進めるための

灯火になっていれば幸いです。 

林 賢紀 

（国際農林水産業研究センター） 

オープンアクセスは政策的に義務化されました

が、それはきっかけにはなるとしても、「義務だから

やる」では適切には進まないと危惧しています。そ

の意義をできるだけ多くの人と共有しながら進めて

いくことが、重要であると感じています。今回のセ

ミナーでは、登壇者の皆様から大変貴重なお話を伺

うことができました。ご参加いただいた皆様にも、

有益な時間となっていれば幸いです。 

矢吹 命大 

（横浜国立大学） 

 

 

 

本誌についてのお問い合わせ 
国立情報学研究所 SPARC 担当 
E-mail: co_sparc_all@nii.ac.jp 
https://www.nii.ac.jp/sparc/ 
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本セミナーの目的 
 本セミナーのテーマは、「オープンアクセス義務化

の先にあるもの：来るべき世界に向けて」です。研究

者が自らの研究成果を自由に、かつ広く公開・共有し、

国民が広くその知的資産にアクセスできる環境を構築

するための学術論文等の即時オープンアクセス（OA）

化が目前に迫っています。その実現によって、未来は

どのような世界になるのでしょうか。研究者は、そし

て市民は、これらの知的資産をどのように利用できる

のでしょうか。分野によっては、既に研究データや論

文はオープンなもので、OA を前提として研究が進め

られています。政策に則って研究成果をオープンにす

るだけでなく、それがどのように使われるのかを検討

し、OA 義務化に対応し、その先の未来へつなげてい

くべきではないでしょうか。 

 本セミナーでは、オープンサイエンスの先にある世

界はどのようなものなのか、また、研究成果はどのよ

うに利用され得るのか、研究者や図書館等による先進

事例や構想を基に 2030 年の未来像を展望し、実現に

向けた今後の取り組みを検討したいと考えています。

OA はなぜ必要なのか、どのように進めるべきなのか。

また、オープンサイエンスはこれまでどんな分野でど

のように取り組まれてきたのか、それが進むとどのよ

うな研究ができるのか。学術情報流通の今後と併せて、

講師の皆さまからさまざまな視点でお話を頂戴し、検

討したいと思います。 

 

本日のプログラム 
 本日は、前半に 9 名の講師からご講演を頂き、後半

に講師の皆さまによるパネルディスカッションを行い

ます。視聴者の皆さまからのご質問・ご意見をお待ち

しております。よろしくお願いいたします。 

 

 
   
 

SPARC Japan セミナー2024 
「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて 

 

 

 

開会挨拶 / 概要説明 
 

 
林 賢紀 

（国際農林水産業研究センター） 

 

林 賢紀 
2024年度SPARC Japanセミナー企画ワーキングメンバー。国立研究開発法人国際農林水産業研究セン

ター情報広報室広報資料科情報高度利用専門職。2021年4月より現職。博士（情報学）。図書館や公式

Webサイトの運営管理、データベースの構築支援など、研究情報の収集及び発信やオープンサイエン

スに携わっている。 
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はじめに 
 私は 2018 年に東北大学附属図書館長を拝命し、ち

ょうどその年に SPARC Japan セミナーで講演させてい

ただきました。館長就任前は研究者でしたので、一生

命科学者という研究者の立場から、日本のオープンア

クセス（OA）の推進を阻む問題点についてお話しい

たしました。本日ご視聴の皆さんも同じ問題意識をお

持ちだと思います。なぜ日本の OA 化は遅れているの

か、それを今後どのように改善していけばよいかにつ

いて、本日はさまざまな議論がなされると期待してお

ります。 

 

OA への気運の高まり 
 日本の OA 化において一つエポックメイキングだっ

たのは、日本の研究力の低下に対する危機感の高まり

です。2023 年に G7 サミットが日本で開催され、科学

技術大臣会合が仙台で行われました。ここに撃ち込む

弾の一つとして、政府は「学術論文等の即時オープン

アクセスの実現に向けた基本方針」を定め、G7 各国

で調和を取っていこうと後押ししました（図 1）。 

 

 
   
 

SPARC Japan セミナー2024 
「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて」 

 

 

 

日本における研究力強化とオープンアクセス 
 

 
大隅 典子 
（東北大学） 

 
講演要旨 

本講演では、我が国の研究力の観点から、論文を中心とする研究成果のオープンアクセス（OA）化が果たす役割を中心に議論し

たい。とくに、2025 年度から開始される公的資金による学術論文の即時 OA 実施方針を背景に、研究者や大学が直面する課題と

その解決策について論じる。出版社との Read & Publish 契約による OA は、学術雑誌の購読料高騰問題への対応策であると同時

に、研究の透明性や再現性を向上させ、国際的な競争力を高める手段として注目されている。一方、論文公開料（APC）を基本と

したゴールド OA は商業的であり、けっして健全でサステナブルとはいえない。本講演を通じて、OA が日本の研究力強化に与え

る影響を考察し、未来の科学技術の発展と涵養に向けて、研究者や機関がどのように取り組むべきかを考えたい。 

大隅 典子 
東北大学副学長（広報・ダイバーシティ担当）、附属図書館長、医学部・医学系研究科教授。1989年東

京医科歯科大学大学院歯学研究科修了、歯学博士。専門は、発生生物学、分子神経科学、神経発生学。 

 

（図 1） 

72025年度〜公的研究費による研究成果発表の即時OA化方針

・CSTI論文等のOAについて
・骨太方針2023
・新しい資本主義グランドデザイン
・統合イノベーション戦略2023

G7仙台科学技術大臣コミュニケ
G7広島首脳コミュニケ

学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針
令和６年２月 16 日 統合イノベーション戦略推進会議決定
（１） 公的資金による学術論文等の即時オープンアクセスの実施
（２） グローバルな学術出版社等（学術プラットフォーマー）との交渉
（３） 学術論文及び根拠データの機関リポジトリ等の情報基盤への掲載

https://www8.cao.go.jp/cstp/oa_240216.pdf

https://www8.cao.go.jp/cstp/openscience/r6_0221/hosaku.pdf

「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針」
（統合イノベーション戦略推進会議令和６年２月 16 日決定）の
実施にあたっての具体的方策
令和６年２月２１日 関係府省申合せ
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 研究力と OA に関して言えば、即時 OA となった論

文はそうでない論文と比べて、被引用数が非常に多く

なります。中でもハイブリッドジャーナルでの OA 論

文が最も引用され、OA 化されていない購読モデルの

論文より 1.67倍多い被引用数となっています。日本で

はこのハイブリッド OA の比率が（他国と比較して）

非常に低く、そもそも OA 化されていない論文が非常

に多いため、被引用の機会損失が起きています。 

 図 2 は少し古い 2021 年のデータですが、これが一

つの根拠となります。ハイブリッドジャーナルには、

雑誌としてのインパクトが非常に高いものも多いです

が、ここで問題となるのは、OA 出版のための論文掲

載料（APC）が非常に高額であることです。図 3 は、

私の研究分野である生命科学・神経科学のジャーナル

のインパクトファクターと APC の関係をまとめたグ

ラフです。APC のボリュームゾーンは 3,000 ドル、

6,000 ドル辺りにあるように見えますが、横軸の APC

の価格と縦軸のインパクトファクターの間に正の相関

性の線が引けてしまうことが、雑誌が非常に商業化し

ていることを示しており、問題だと思っています。 

OA への打開策としての「転換契約」 
 日本で OA が実現できない一番の理由は、研究費が

潤沢でないことです。日本の研究者の約 6 割は、その

研究費が文献も含めて年間 100 万円未満であるという

データがあります。ごく少数の方々が多くの研究費を

使用しており、分野による違いもありますが、全分野

を平均するとこのようなデータとなります。そのため

に、インパクトファクターの高いハイブリッドジャー

ナルにアクセプトされたとしても OA 化はできず、従

って OA の効果が非常に限定的となってしまうのです

（図 4）。 

 その打開策の一つとして転換契約があります（図

5）。視聴者の多くはご存知と思いますが、購読料と

APCを（大学と著者が）別々に支出していたものを、

大学が一括で支払う契約に転換するという意味です。

これを転換契約と図書館の業界では呼んでいます。ド

イツでは 2019 年以降、900 を超える大学・研究機関が

参画する形で三大出版社と一本化した転換契約を締結

しています。 

 東北大学の場合は、三大出版社と転換契約を締結し

（図 2） 

9各国のオープンアクセス論文の内訳（Wileyのデータより）

〔出典〕Wiley社のデータから東北大学附属図書館作成

日本 英国 ドイツ

全
体
を

10
0 と
し
た
際
の
割
合

ハイブリッドOA フルOA それ以外

日本はハイブリッドOAの比率が低い

そもそもOAになって
いない論文は被引用
の機会損失

※ブロンズOAは購読型雑誌に掲載され、著者
の意思とは関係なく無料公開されるため、
この分析ではOAにカウントされていない。

異なる出版タイプ別の被引用指標の比較

ハイブリッドが
最も引用される！

（2021年）

（図 3） 

12APCの価格とインパクトの相関：生命科学系論文の例

BMC BIOL

Brain Res

CELL REP
CURR BIOL

eLife

EMBO J

EMBO Rep

ENDOCRINOLOGY
FRONT BEHAV NEUROSCI

FRONT NEUROSCI

GENES CELLS

HORM BEHAV

IJMS
J NEUROSCI

Mol Brain

NAT COMMUN

Neurosci Lett
Neurosci Res

PLOS BIOL

PLOS ONE

PNAS

Roy Soc B

Roy Soc Open

Sci Rep

Sci Adv

Zoological Lett

DEV DYNAM

J ANATGENES BRAIN BEHAV

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

IF
(2024)

APC in $ (2024.9)

生命科学・神経科学分野のジャーナル

作成：東北大学附属図書館

APCのボリュームゾーン

学術雑誌の
商業化

生命科学系等ではIFがジャーナルの「格付け」として扱われている

（図 5） 

15打開策のひとつとしての「転換契約」
転換契約： 購読料をオープンアクセス(OA)出版料へ転換していくモデル

購読料

大学が支払
APC

著者が支払
購読料
相当分

APC
相当分

大学が一括支払

購読料
相当分

APC
相当分

購読料
相当分

APC
相当分

【
転
換
契
約
】

【
従
来
の
契
約
】

→ →

別々に支出

初年 ２年目 ３年目

OA論文の拡大
支出の抑制

値上がり

値上がり

〔作成〕東北大学附属図書館

WILEY

SPRINGER NATURE

ELSEVIER

2019-成立

2020-成立

2023-成立

目
的

ドイツはすでに
３大出版社と
契約成立！
900を超える大学・
研究機関が参加

（図 4） 

13なぜオープンアクセスにできないのか？

研究費が潤沢ならOAで出版している 研究者の60％は研究費が
100万円未満！

個人研究費の額（年あたり）

高インパクトハイブリッド誌に
アクセプトされてもOAには出来ず

効果は限定的に！

注: 回答者は大学・公的研究機関グループ
の現場研究者及び大規模プロジェクト責任
者である。カッコ内の値は回答者数である。

〔出典〕科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合意識
調査」（NISTEP定点調査2020）報告書 https://doi.org/10.15108/nr190

1万円未満, 12%

1～10万円未満, 2%

10～30万円未満, 

14%

30～50万円未満, 

17%
50～100万円未満, 16%

100～200万円未満, 

18%

200万円以上, 17%

わからない, 3%

1万円未満 1～10万円未満 10～30万円未満 30～50万円未満

50～100万円未満 100～200万円未満 200万円以上 わからない
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ております。2025 年からはアメリカ化学会（American 

Chemical Society：ACS）とも開始します。それだけで

は足りませんので若手研究者支援を中心とした「オー

プンアクセス推進のための APC 支援事業」を独自に

実施しています。これは緊急的な措置であり、各大学

が単独でこのようなことを行うと、さらに商業誌にど

んどんお金が流れるだけだと思います。 

 

グリーン OA の推進 
 国としての OA 方針も決してこの転換契約のみで進

めるのではなく、グリーン OA と呼ばれる公的なプラ

ットフォームへの掲載を推進することが重要だと考え

ます（図 6）。商業的なプラットフォームだけに頼る

状況は非常に脆弱であり、サステナブルとは言えない

からです。 

 グリーン OA とは、論文の著者が機関リポジトリや

テーマ別リポジトリなどに論文の最終稿を公開する方

法です。自己アーカイブとして、原則 APC を払わず

に公開することが可能です。結果として、公的資金に

よる研究成果に国民がアクセス可能になることがポイ

ントです。 

 また、大学等の機関リポジトリを利用できない立場

の研究者の場合、研究者 ID を持っていれば、

researchmap（データベース型研究者総覧）のプラット

フォームに自身の研究者サイトを登録し、マイポータ

ルから「資料公開」ページを利用することで、簡単な

OA 化を個人で行うことが可能です。 

 査読前の論文をプレプリントサーバに公開すること

も非常に重要です（図 7）。特にコロナ禍においては、

データシェアリングの観点から、未査読であったとし

ても研究成果をいち早く公表することが知のインフラ

という意味で重要だとして非常に浸透しました。ただ

しデメリットとしては、査読を経ていないため、今後

内容が修正される可能性があること、査読済みと誤解

される場合があること、（最終版でないにもかかわら

ず）メディア報道などに利用されてしまうことなどが

あります。本学では、プレプリントサーバに公開した

論文のプレスリリースは行っておりません。

「EurekAlert!」など海外のニュースソースでも利用し

ないのが一般的だと思います。しかし、商業的に利用

されることもあるかもしれませんので、利用者側が意

識を高めておくことが必要です。 

 

米国の即時 OA について 
 米国では、大統領府科学技術政策局（OSTP）が公

的資金による研究結果に関する即時 OA ポリシーを発

表しています（図 8）。1 億ドル以上の研究助成の場合

は 180 日以内、1 億ドル未満では 360 日以内の即時 OA

の実施計画の提出義務を課しています。ここで大切な

（図 6） 

17総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）における検討

ゴールドOA
＆

グリーンOA

Green and Gold are 
complementary 
ways to achieve 
open access

https://openaccess.mpg.de/286390/Activities

商業的なプラットフォーム
だけに頼らない
環境整備が必要！

（図 8） 

21米国の即時OAポリシー （2022.8.25）

•米国の公的資金による研究成果(論文＋根拠データ)を即座OAに
• 米国大統領府科学技術政策局（OSTP）が方針を発表
遅くとも2025年末までに施行

• 米国の研究助成機関は、1億ドル以上の研究助成は180日以内に、
1億ドル未満は360日以内に「即時OA」の実施計画の提出義務

• 論文：出版後、即座にリポジトリで一般公開（エンバーゴ・時間差なし）
論文の根拠データ：論文出版と同時に公開

※ これまで：OSTPが2013年2月に公的助成研究成果OA指令を公表
→ 対象となる22の連邦機関すべてが研究成果物のパブリックアクセス方針を策定
→ しかし、多くの場合、12か月のエンバーゴ期間があり、即座OAではなかった

（図 7） 

20プレプリントサーバ：研究成果を公開する媒体の多様化

商業誌系のプレプリントサーバー
（PPS)
論文原稿投稿と同時に公開
非商業的PPSへの牽制

メリット
データシェアリングポリシー

「コロナ禍においては、いち早く
世界に新しい研究成果を公表する
ことで、知識の共有やフィード
バックを迅速に行い、感染症の制
圧につなげようという思想」
（note科学ジャーナリストのための
情報整理「プレプリント論文をどう
伝えるべきか？」より）

ディメリット
・査読を経ていない
・今後、内容が修正される
可能性あり
・査読済みと誤解される場合
もある
・プレスリリース・メディア
報道などに利用される
・研究成果の商業利用

「未査読」であることの可視化・共通化
非商業的な国や大学のリポジトリの意義
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のは、研究者に対して「勝手にやってください」とい

うことではない点です。例えば国立衛生研究所（NIH）

のグラントによる研究成果の場合、PubMed Central と

いうプラットフォームに、OA 化された論文が閲覧で

きる「PubMed 版」というリンクが表示されています。

研究者は、公的資金による研究成果を PubMed Central

にも掲載することが義務付けられています。日本でも

このような公的なリポジトリの整備が必要ではないか

と思います。 

 出版社によっては自己アーカイブに関する規制が厳

しく、著者が論文を自由に公開できないというエンバ

ーゴの問題があります。これが OA の普及を妨げる要

因となっており、ここは戦っていくべきところです。

現状で学術論文全体におけるグリーン OA の割合はま

だ 7％ですが、（自己アーカイブの実施率を上げるこ

とで）これを引き上げていくことができるのではない

かと思います。 

 

ダイヤモンド OA の課題と展望 
 ここで、これまであまり議論の俎上に乗っていない

ダイヤモンド OA を取り上げておきたいと思います。

ダイヤモンド OA は、著者も読者も費用を支払うこと

なく論文が公開されるモデルです。なぜそのようなこ

とが可能かというと、研究機関、公的助成機関、出版

社、学会などが資金提供を行っているからです。（研

究成果を広く共有するため）透明性を重視し、持続可

能な出版モデルとして注目されており、多くの途上国

を含む UNESCO や EU などの国際機関も支持してい

ます。2020 年時点で世界中に約 1 万 7,000～2 万 9,000

のダイヤモンド OA 誌が出ています。 

 このように、さまざまな形で出版されていますが、

ダイヤモンド OA の基準を設けようとポリシーも次々

に作成されています。例えば、2024 年 7 月には、欧州

におけるダイヤモンド OA 推進プロジェクトである

DIAMAS と CRAFT-OA が、ダイヤモンド OA ジャーナ

ルの選定に係る運用基準を公表しています（図 9）。 

 ただし、課題もあります（図 10）。まず、基本的に

はボランティアで運営されていますので、運営コスト

の確保が課題で、資金提供が受けられなくなると運営

が困難となります。また、途上国を含むさまざまな言

語で出版され、地域ごとに異なる課題を抱えるため、

国際的な連携や情報共有が難しいという面もあります。 

 一方で、「OA は情報への平等なアクセスを保障す

る基本的人権の一部」という考え方に則っていること

もダイヤモンド OA のポリシーとして重要な点だと思

います。特に、高額な APC が払えない国や機関があ

る中、ダイヤモンド OA は資金の少ない研究者にとっ

て重要な成果発表手段であり、研究の多様性や公平性

をどのように確保するのかも重要な観点です。 

 

サステナブルな OA 推進のために 
 わが国の OA 推進のためには、さまざまなステーク

ホルダーの協力が不可欠です。結果として恩恵を被る

はずの企業も巻き込むことが必要なのではないかと思

います。何より、研究者自身が OA 推進の問題を「自

分ごと」として捉える必要があるということは強調し

ておきたいと思います。また、図書館業界に閉じない

活動がこれからも推進されるべきでしょう（図 11）。 

（図 9） 

•2024年7月DIAMASとCRAFT-OAが、ダイヤモンドOA
ジャーナルの選定に係る運用基準を公表。
1. 永続的な識別子（ISSN）の付与
2. 学術雑誌であること
3. オープンライセンス付きオープンアクセス（metadata含む )
4. ジャーナルへの掲載に当たって料金APC等の支払不要
5. すべての著者へオープン
6. コミュニティによる維持

25ダイヤモンドOAの定義

https://diamasproject.eu/operational-diamond-oa-criteria-for-journals/

（図 10） 

•持続可能性の確保: ボランティア労働に依存し、運営コストの確保
が課題。助成金が得られなくなると、運営が困難

•多言語性と分散性: さまざまな言語で出版され、地域ごとに異なる
課題を抱えることにより、国際的な連携や情報共有が難しくなる

•基本的人権としてのオープンアクセス: オープンアクセスは、情報へ
の平等なアクセスを保障する基本的人権の一部

•研究の多様性と公平性の確保: 高額なAPCが研究者にとって大き
な負担となる中、ダイヤモンドOAはとくに資金の少ない国や機関の研
究者にとって、研究成果を発表するための重要な手段

26ダイヤモンドOAの課題と展望
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 私自身は、昨年立ち上がった Open Access for Schol-

arly Empowerment（OASE）のチームの代表を務めてい

ます。2025年以降、出版社との交渉に関して中心とな

って汗をかく予定ですので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

（図 11） 

•政府・研究費配分機関・研究機関・図書館・
学会の協力が必須

•恩恵を被るはずの企業も巻き込めるか？

•研究者が「自分ごと」として捉える必要

•図書館業界に閉じない活動の推進

27まとめ：サステナブルなOA推進のために
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はじめに 
 先ほど、東北大学の大隅先生のご講演でもお話があ

りましたように、学術情報流通には、商業的な意味で

も多くのステークホルダーが存在します。それぞれが

自身の主張をするのはメリットがあるからですが、ジ

ャーナルの問題、APCの問題、さらには今後展開され

るであろうデータ関係の問題を、どこに向かって話を

進めていくかという視点を、ステークホルダーがブレ

させてしまう危険性が非常に高いことがまずあります。

本日は、そのことをベースにお話ししたいと思います。

大隅先生の政策的な話とは違いますので、その点ご了

承ください。 

 本日の聴講者には図書館関係者が多いようですが、

それは 2025 年 4 月以降の即時オープンアクセス（OA）

義務化への対応のヒントが欲しいという思いがあると

考えております。しかし、付け焼刃の対応ではなく、

どこに向かっていくかを考えれば、途中で少々間違い

があったとしても方向性は見失わないはずです。まず

は試行して、駄目なら修正すればいいというぐらいに

考えないと新しいことは始められません。 

 米国や欧州でも同様のことが進んでいます。先ほど

大隅先生から G7 仙台科学技術大臣会合（2023 年）の

話がありましたが、その前の G7 茨城・つくば科学技

術大臣会合（2016 年）、すなわち 8 年前からこの話は

 

 
   
 

SPARC Japan セミナー2024 
「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて」 

 

 

 

オープンアクセスによる 

研究者の学術情報流通における主体性の再興 
 

 
引原 隆士 
（京都大学） 

 講演要旨 

2025 年から義務化される研究成果と根拠データのオープンアクセス化は、これまで曖昧なまま巨大な情報源と変化してきた研

究の義務と権利における多くの課題を改めて知らしめている。学術流通を顔の見える学会活動やボランティアである論文査読

に自らが寄与してきた学術情報流通自体が、流通プロセスが主導権を握る主客転倒した収奪の構図の中に埋没している。これ

らをリワインドすることは、すなわち研究者が主体的にエビデンスと透明性を持って学術成果を可視化し、自ら発信する手段

を取り戻すことそのものである。これを再興とできるかは、ネットワークのソースノードを研究者による主体的なシステムに

作り上げられるか否かに掛かっている。 

引原 隆士 
京都大学名誉教授。京都大学在職中の研究分野は非線形力学の工学的応用、計測とシステム制御、パ

ワープロセッシング。2012年～2022年京都大学図書館機構長、2020年～2024年京都大学情報環境機構

長。2022年より同理事（情報基盤・図書館担当）・副学長。大学図書館をダイナミックなサービス組

織とするため、2015年にオープンアクセスポリシー、2020年にオープンデータポリシーを我が国で初

めて機関として学外に宣言し、活動を加速するため2024年に研究データ運用支援基盤センターを設置

した、大学図書館だけでなく科学技術 活動全般のデジタルトランスフォーメーションを指向してい

る。2016-2018年 arXiv.org MAB。 
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出ており、学術会議や内閣府の会議では継続して検討

しています。にもかかわらず、厳しいことを言うよう

ですが、図書館界が放置してきたというのが正直なと

ころだと思います。 

 

即時 OA は外圧か？ 
 とはいえ、皆さま方には即時 OA は外圧のように聞

こえています。外圧とは、良い現状に対して外乱が来

るという意味です。大学の研究者も、あるいは図書館

の方も、常に現状維持をベースにして、それ以外のも

のが加わることを外圧と考える方が非常に多いです。

その結果、自分が今まで取り組んできたことの周囲で

局所最適化を図ろうとしてしまいます。あまり対応し

ない方向を探すようなことが、現実には起きてしまう

わけです。 

 先述のとおり、この議論は G7 茨城・つくば科学技

術大臣会合から既に始まっており、これを受けて文部

科学省の情報委員会にジャーナル問題検討部会（2019

～2021年）が設置されました。そこでは、関係するス

テークホルダーがそれぞれ役割を果たし、複雑に絡み

合った問題を少しずつ解きほぐしましょうということ

をまとめています。しかし残念ながら、他がやらない

から皆が互いにすくんで動かない状態が続きました。

今回の外圧といわれる「学術論文等の即時 OA の実現

に向けた基本方針」は、それを解きほぐす一つのター

ン点であることをまず理解していただく必要がありま

す（図 1・2）。この方針が正しいか正しくないかはさ

ておき、ここから政策的に持っていかないと、どの組

織も現状維持で動きません。まずは解きほぐしてみま

しょうと。その意味で、この政策は大きな方針でした。 

 米国でも大統領府科学技術政策局（OSTP）の話は

ありますが、結局同様の状態です。公共性や予算の問

題などさまざまなことを考えて研究者を説得しにかか

っています。特に難しいのは、やはり年配の研究者で

す。既得権があるため現状維持を志向し、絶対に動き

ません。複数の図書館長と、「年寄りは放っておいて、

若い人が、これから自分たちが主流になって研究費を

回すためにはどうすべきか、あるいはどうしないと世

界で認められないかを理解した上で取り組んでいく、

リテラシーというよりも自分たちの世界を作るために

取り組んでいくということを考えるべきだ」という議

論をしましたが、そのとおりだと思います。 

 

なぜ研究データ OA が義務化されるのか？ 
 なぜ OA が義務化されるのかという声があります。

結局「やらされている感」が強いため、義務化に対し

ていろいろな質問が出てしまうのです。そして、何が

求められているかを理解せずに、見返りを求めること

もあります。研究できているだけで十分ではないかと

私は言いたいのです。そうでなく見返りを求めるのは、

本来の研究者のあるべき姿を自分に問うてはいないわ

けです。 

 絡まった問題をステークホルダーが解いていくため

には何が必要かというときに、現状維持したいという

（図 1） 

「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針」

２０２４年２月１６日 統合イノベーション戦略推進会議決定

• ２０２５年度から新たに公募を行う競争的研究費※を受給する者に対し、

即時に機関リポジトリ等の情報基盤への掲載を義務づける。

【抜粋及び要約】

詳細
• 「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針

（令和６年２月１６日 統合イノベーション戦略推進会議決定）
• 「学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針」の実施にあたっての具体的方策

（令和６年２月２１日 関係府省申合せ）

※ 科学研究費助成事業（日本学術振興会）
戦略的創造研究推進事業（科学技術振興機構）
戦略的創造研究推進事業（日本医療研究開発機構）
創発的研究支援事業（科学技術振興機構）

• 即時オープンアクセスの対象は、査読付き学術論文及び根拠データとする。

外圧か？

（図 2） 

文部科学省 科学技術・学術審議会 情報委員会 
ジャーナル問題検討部会 (2019-2021)

ジャーナルを取り巻く問題が，従来の購読価格上昇の常態化に
とどまらず，近年のオープンアクセスの急速な 普及に伴い，
論文をオープンアクセスにするための費用であるAPC(Article 
Processing Charge: 論文処理費用) 負担増など，より拡大・
複雑化．

欧州では，OA2020 や PlanS などオープンアクセス化の動き
が活発化し，我が国における研究成果の発信及び学術 情報へ
のアクセスが諸外国から取り残されてしまうのではないかとい
う危機感の一層の高まり．

購読価格の継続的な上昇 及び APC 負担増への対応

研究成果の発信及び学術情報へのアクセスの目指すべき姿の検討

要請
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主張が出てきます。現状維持したい人は、しばらくは

維持すればいいでしょう。しかし、日本だけでなく世

界中の価値観が変わったときに、そのままキープする

ことはできません。そのとき「あなたたちがきちんと

やらなかったから取り残されたのだ」と必ず言うでし

ょう。ですから、これはジャーナルや価格だけの問題

でなく、OA そのもののあり方をもう一度見直すチャ

ンスと理解いただく方がよいでしょう。結果として、

オリジナリティの尊重、（研究成果の可視化による）

透明性の確保、公共性の担保などが副次的に出てくる

のです。ジャーナルの価格の問題や出版に対する対応

などは、その背後にある話です。何が主体的な問題な

のかを、もう一回見直してほしいと思います（図 3）。 

 

学術情報の変遷の歴史から見る将来の形が描け

ているか？ 
 学術情報流通は今、大きく変化しています（図 4）。

書籍にあった論理と情報が完全に分離され、データだ

け、情報だけ、そして論理だけが歩き出すということ

が既に起きています。著作権やデータ所有権もばらば

らになっています。それをジャーナルあるいは出版社

が、自らの権利として持ち続けることが本当にできる

のでしょうか。研究者は、将来の形を自分たちで作ら

ないといけないのに、何も提示しないまま、言われる

ままにやっているから、義務化を求められる意味が分

からないのです。ジャーナルに関しては、日本はもう

完全に負けたと思います。10 年ほど前から、必ずデ

ータが 10 年後に問題となりますから対策を打つべき

だと審議会などで発言してきましたが、全く動きませ

んでした。ところが、今回大きく動き出したのですか

ら、これは大きなチャンスだと思います。 

 少し違う話ですが、研究者が個人的にアプローチで

きる文献の量には限界があります（図 5）。また当然

ながら、もはや図書館にある書籍のみで研究ができる

時代ではありません。かつては出版社の本やジャーナ

ルがいつでも納入され、次々に閲覧できるようになる

という時代がありました。そうなると今度は、読まな

い、見ない、引用しないのに、持っていること自体に

価値を見出し、そのためにお金を払うようになります。

使わないものにお金を出すという構図で、出版社は研

究者の前にえさをぶら下げている、すなわち、ジャー

ナルが一つでも閲覧できなくなったら怖いという思い

を与えているのです。これが、ステークホルダーが市

（図 3） 

なぜ研究データOAが義務化されるのか？

 誰が求めているのか？
 何が求められているのか？
 インセンティブはあるのか？
 研究データとはなにを指すのか？
 研究データは誰のものか？
 過去のデータはどうするのか？
 誰が保存するのか？

研究者として育った環境に応じて認識が異なる

研究成果（データ）へのリスペクト：オリジナリティの尊重
研究成果の可視化による透明性の確保：研究の公共性の担保
プライオリティの確保：研究者のインセンティブ

個人の経験的常識が他に通じるわけではない

これらは否定的質問かつ
技術論にすぎず，受け身

本質：

電子ジャーナル購読・出版費用への対応に直結する

（図 5） 

情報量

古典資料 印刷・コピー

個人収集

大学図書館 出版社OA

グリーンOA

 ネットワーク化
によるオープンデータの統合

情報図書館

現在 時間

学術情報の指数的爆発

作図に当たって概算値はは以下の通りとした．個人収集の平均 <100，国会図書館 1,000万冊，
京大図書館機構 700万冊，部局図書館 数万〜50万，日本の購入論文誌タイトル 1万，
OASPA＠2022 110万論文，米国国会図書館資料 2億弱，世界の蔵書数 〜数十億． 
1900 年100（個人），1950年1,000（個人），1980年10,000（図書室），1990年500,000（複写），
2000年3,000,000（論文数@図書館），2010年10,000,000（コンテンツ数@オンライン），
2015年30,000,000（ネットワーク），2020年50,000,000（OA）．単位はitem数．

DOI: https://doi.org/10.15108/stih.c202402

研究者が自分で学術情報にアプローチできる限界

（図 4） 

学術情報の変遷の歴史から見る将来の形が描けているか？

現在

未来過去

アーカイブ

オープンアクセス=手法

書籍
論文誌

EJ
eBook

情報の紙
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(記録)
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れた情報の集積
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情報の概念

同時性保持

資料

資料

資料

資料

資料

資料

公共性の概念

情報としての集積

全てのアクセス
の保証

多様な知
（Local）

電子化・保存

多様な知の出現
（Globalize）

時間からの解放

記録

編集・査読・出版
の価値の喪失

多様な価値観
（Global）

データII + データ III

オープンデータ

データI

論理II

多様な利用
（Multi-use）

同時性解放

時間の固定 新データ
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場を独占するための戦略なのです。 

 研究者のためだと言う方々もらっしゃいますが、本

当にそうでしょうか。見ないものを財産のように思わ

せていますが、全部負債となっているのではないでし

ょうか。研究者が一生でどれほど論文を書けるか、そ

れに対してどれだけ引用するかを考えると、読む量は

些細なものなのです。そして、今まではそれを人手で

行ってきましたが、今後は機械が行う時代が来ます。

これまでの手法の限界とミスマッチが起きていること

は確実に考えていただく必要があります。 

 

パラダイムシフトと既存出版 
 私は、出版社が研究の発展のパラダイムシフトに主

体的に関与したとは思っていません。ただし、後追い

はしています。 

 一つ例を挙げます（図 6）。2024 年のノーベル物理

学賞はジョン・ホップフィールド、ジェフリー・ヒン

トン両先生が受賞されましたが、2021年にはプリンス

トン大学の真鍋淑郎先生が受賞しています。この一連

の研究の背後には、1800年代からの基礎研究がありま

す。それが非線形物理であり、神経回路等の振動の研

究です。それらが展開と成熟を何度か繰り返すのです

が、新しいイノベーションまではたどり着きませんで

した。ところが、生物系の結合や生物模倣の考え方に

よって福島邦彦先生や甘利俊一先生が領域の扉を開き、

その知見をベースとして、ホップフィールドのニュー

ラルネット、ヒントンのディープラーニングへと展開

し、受賞に至ったといえます。 

 この流れから、GPT や Transformer などの成熟の時

代が次に来ています。その後には、データが不足して

成熟の限界がまた来ます。その限界の次に何が出てく

るか。今の学術情報流通の中には、それが議論される

場がありません。内輪では議論していますが、限界を

超えていく議論ができていないのです。 

 研究が展開した、パラダイムシフトした背景には生

物模倣があったわけですが、このとき、それを支持す

る学術分野、あるいは論文誌はありませんでした。出

版社や学会はメジャーな先生方の意見に従って分野を

固定化し、排除する方向に動いていました。それは非

常に恣意的なものだったと私は思います。従来であれ

ば、そこでたたかれて消えてしまっていたでしょう。

それを何とか頑張られたことで今につながっているわ

けです。出版社は、都合よく時として従に回り、時と

して主に回ります。そこを見誤ってはいけないと思い

ます。 

 

研究者の主体性の再興に向けて 
 もう一つ、特に文系の先生方は、アーカイブ化とオ

ープン化の話を混乱させていることが多いです（図

7）。人文社会系の研究データはオープンであることが

大前提ですが、それはアーカイブとして考えるべきも

のであり、今われわれが考えるべきは生み出されるも

のをフェアユースと今後どうするかということです。

フェアユースは学術情報流通においては APC よりも

（図 6） 

パラダイムシフトに既存出版は寄与していない
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（図 7） 
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重要な問題ですが、日本では著作権の問題からこの議

論を脇に置き、逃げていると私は思っています。 

 図 8 はもう何度も示している研究ライフサイクルの

図です。ほとんどの研究者はこの研究のフェーズのオ

ペレーションを一人で全てたどることはほぼ不可能に

近いため、グループやチームで取り組まざるを得ませ

ん。それには周囲の支援者がきちんとサポートする体

制が不可欠です。一匹狼が、チームで取り組む国に研

究をぶつけていくことはほとんど不可能ですから、こ

のような研究体制を作り上げることが主体性再興の第

一歩だと考えます。 

 学術論文は研究の最終的な結果といわれますが、そ

こに至るまでには山のようなデータがあります。です

から、データに対するメタデータ、書誌データとして

のメタデータの考え方は早急に作り上げなければなり

ません。これも大きな課題ですので、今後の議論を待

ちたいところです（図 9）。 

 最後にもう一つ、主体性を確保するためには、研究

の流れを確保した後、どこに向かっていくかを研究者

と共に作り上げる必要があります（図 10）。予算を獲

得し、論文が通るようになったときには、全てが終わ

っています。その終わっているところからお金をむし

り取ることが、現在の学術情報流通の一つの形となっ

ていることを理解していただきたいと思います。 

（図 9） 
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 私は 2024 年度より、前任者から引き継いで SPARC 

Japan セミナーの企画ワーキンググループに参加して

います。ジャーナルのオープンアクセス（OA）に関

しては無知なのですが、本日は仕事柄使うことが多い、

ライフサイエンス分野のオープンデータについてご紹

介いたします。 

 

OA の重要性 
 皆さまもご存知のとおり、OA とは、学術研究の成

果を、無料で誰でもインターネット上でアクセスでき

るようにする公開モデルのことです。ライフサイエン

ス分野では、OA は非常に重要視されており、実際に

それがうまく回っています。 

 まず、オープンであることで研究が加速します。有

名な例では、ヒトゲノムプロジェクトや 2024 年にノ

ーベル化学賞を受賞した AlphaFold2（アルファフォー

ルド 2）（タンパク質の構造を予測する AI モデルの開

発）は、まさにオープンデータに依存した研究です。

また、疾病研究・公衆衛生の分野の貢献として記憶に

新しいところですが、COVID-19 のゲノム配列が即座

に公開され、その結果、迅速なワクチン提供につなが

った例が挙げられます。また、研究においては再現性

が重要視されますが、データがオープンになっている

ことで第三者が研究を再解析できることが保証されて

いる点でも重要です。 

 ライフサイエンス分野では、論文を発表する際に、

例えば遺伝子配列データの場合、国際塩基配列データ

ベース（ International Nucleotide Sequence Database：

INSD）、タンパク質構造データは蛋白質構造データバ

ンク（Protein Data Bank：PDB）など、公共データベ

 

 
   
 

SPARC Japan セミナー2024 
「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて」 

 

 

 

ライフサイエンスにおけるオープンアクセスの歴史 
 

 
川島 秀一 

（情報・システム研究機構ライフサイエンス統合データベースセンター） 

 講演要旨 

ライフサイエンス分野におけるオープンアクセスは、科学の進展と国際的な協力を促進するために重要な役割を果たしてきま

した。本講演では、ヒトゲノム計画を契機として発展したゲノムデータ共有の歴史を振り返り、GenBank や PubMed など初期

のオープンデータベースの成功事例を通じて、オープンデータの現状を紹介します。また、FAIR 原則がオープンデータの適切

な公開と利活用をどのように支えているかを明らかにします。さらに、技術的および倫理的課題を考察し、AI やビッグデータ

解析が実現する未来の可能性を展望します。 

川島 秀一 
情報・システム研究機構データサイエンス共同利用基盤施設ライフサイエンス統合データベースセン

ター特任准教授。博士（科学）。京都大学化学研究所、東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センタ

ーを経て2012年よりDBCLSにて、生命科学分野のデータベース構築、データベースの統合化技術開発

などに取り組んでいる。 
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ースへの登録が義務付けられているケースも多いです。

そのようなことから、研究とデータのオープン化、公

共化がうまく実現しています。 

 

生命科学分野におけるオープンデータの歴史 
 ライフサイエンス分野におけるオープンデータの歴

史を少しご紹介します（図 1）。この分野のオープン

データは、1879年に創刊した米国の軍医総監局図書館

の Index Medicusに始まります。これは医学文献をコレ

クションしたもので、当時はまだ紙媒体（書籍）でし

た。その後、1964 年に米国国立医学図書館（NLM）

に移管され、MEDLARS と名前が変わります。このこ

ろ既にコンピュータ情報になっています。それが 1971

年には MEDLINEと名前を変えてオンライン化を実現

しています。つまり、医学系論文は 50 年以上前に一

応オンラインでの利用が可能になっているのです。こ

れが後にインターネット（WWW）で公開され、現在

は PubMed という形で利用されています。 

 一方で、たんぱく質の分子データに関するオープン

データとしては、PDB が 1971 年に開始されました。

これはタンパク質の立体構造を集めたデータベースで、

現在に至るまで開発が続けられ、維持されています。

また、遺伝子配列情報では、GenBank というデータベ

ースが 1982 年に開発され、現在も続いています。ラ

イフサイエンス分野では、このような長い歴史があり

ます。時代ごとに必要になったさまざまな分子データ

や病気のデータがデータベース化され、基本的にはオ

ープンデータとして誰でも閲覧可能となっています。 

 特に皆さまもよくご存知と思いますが、1990年には

ヒトゲノム計画が始まり、2000年にクリントン・ブレ

ア声明としてドラフトゲノムが公開、2003年には完全

ゲノムが公開されました。ゲノムプロジェクトは、特

に国際協調やテクノロジーの進歩などと連動して、加

速度的にデータを増やしました。ヒトゲノムは 2022

年に真の意味での完全解読がなされたと言われます。

最初のヒトゲノムでは 10 年以上かけてヒト 1 人分の

ゲノムを解読しましたが、今では 1,000 人ゲノム、50

万人ゲノム、100 万人ゲノムというように、急速にデ

ータが増えている状況です。 

 

生命科学分野におけるデータベース 
 ライフサイエンス分野では、さまざまなデータがあ

り、それらが別々のデータベースで公開されています

（図 2）。一説には 1万以上のデータベースがあると聞

いたことがありますが、根拠が見つけられませんでし

たので、ここでは具体的な数字を示せる情報でご紹介

します。 

 例えば、2024 年 3 月現在で、研究論文誌『Nucleic 

Acids Research』が作成しているバイオのデータベース

カタログには約 2,100 のデータベースが公開されてい

ます。また、科学技術振興機構（JST）バイオサイエ

ンスデータベースセンター（NBDC）の Integbio デー

タベースカタログには約 2,500 のデータベースが公開

されています。さらに、最近ではデータそのものを投

稿するデータジャーナルも出てきています。代表的な

ものとして Scientific data や Giga Data があり、何千と

いうデータが公開されています。 

 

（図 1） （図 2） 
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ヒトゲノム計画とオープンデータの黎明期 
 この分野において、特に「ヒトゲノム計画」は、デ

ータの量を加速する意味でも、それを再利用する意味

でも重要な存在です。最初のヒトゲノム計画は 1990

年に始まりました。私はアカデミアの人間として一般

的にオープンデータ、オープンアクセスは素晴らしい

と思っていますが、公的資金による研究でもあり、単

純に必ずしも全員一致でオープンにしようとはなって

いません。やはり特許の問題などがあり、当初は公開

するか否かが大きな議論になりました。最終的に、バ

ミューダ原則（1996 年 2 月）というものが宣言され、

基本的には研究データを迅速に公開して誰でも利用で

きる形となり現在に至っています。 

 

バミューダ原則と FAIR 原則 
 バミューダ原則は三つの原則から成っています（図

3）。第一に、「ゲノムデータは、速やかに公開される

べき」ということです。シーケンシングされた DNA

配列は 24 時間以内に公開データベースに登録するこ

とが推奨されています。 

 次に、「すべての研究者がデータを自由に利用でき

るべき」であることです。あらゆる人がゲノムデータ

に無料でアクセスできることを保障しなければなりま

せん。 

 三つ目は、「データ共有が科学の進歩を加速する」

とうたっています。競争よりも国際協力を優先すると

いうことです。ゲノム情報を多くの研究者が利用でき

る環境を整えなければいけません。 

 この宣言が国際プロジェクトの原則として（参加国

に）共有されることで、研究データの共有と再利用が

盛んに行われているのではないかと思います。 

 また、2016 年に公開された FAIR 原則は、データ集

約型科学を推進するために必要なデータ共有の原則を

まとめたもので、特に欧州では広く共有されています

（図 4）。FAIR とは、データを「Findable（見つけられ

る）」「Accessible（アクセスできる）」「 Interoperable

（相互運用できる）」「Reusable（再利用できる）」とい

う 4 原則の頭文字の略です。 

 例えば、Horizon Europe（欧州連合（EU）の研究・

イノベーション枠組みプログラム）は予算規模 955 億

ユーロほどの大型のプロジェクト（2021-2027 年）で

すが、研究データの管理・公開の要件として FAIR 原

則に従うことを規定しています。 

 

国際社会における対立とオープンデータの課題 
 一方で、よいことばかりではありません。今まで、

生物から取得された遺伝情報をデジタル化したデータ

（Digital Sequence Information：DSI）はオープンにされ

ていますが、生き物を提供している側である途上国に

は、そのデータから得られる利益は配分されていませ

ん。データの商業利用に対する公平な利益共有に関す

る途上国からの主張は、生物多様性条約締約国会議

（CBD-COP）で取り上げられ、南北問題に発展して

います。 

 先進国は、イノベーションのためにはデータは共有

すべきだと主張しています。一方で途上国は、その

（商業利用に対する）利益を得ておらず、DSI 利用者

が利益を公平に共有する仕組みを作るべきだと主張し

（図 3） （図 4） 
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ています。現在も議論が続いているところですが、何

かしらの対応が必要となるでしょう（図 5）。 

 

AI とビッグデータがもたらす可能性 
 最後に将来的な話をします。2024 年、AlphaFold2 と

いう、AI を使ってタンパク質の立体構造を高精度で

予測するモデルの開発者がノーベル化学賞を授賞しま

した。AlphaFold2 の成功にはさまざまな要因が挙げら

れますが、科学者が何十年にもわたって PDB や

UniProt などの高品質なタンパク質データをメンテナ

ンスし、オープンに公開していたことは不可欠な要素

と言えます。やはりオープンデータは人類の科学の発

展には必要不可欠な要素ですので、うまく落とし所を

見つけて継続していくべきではないかと思います（図

6）。 

（図 5） 

（図 6） 
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株式会社リバネスとは 
 私はオープンサイエンスやオープンアクセスの専門

家ではなく、本日の登壇者の中で唯一、産業界に属し

ている人間ですので、それらが社会に広がったときに

どういう意味があるのか、あるいはどのような課題が

あるのかということを、自分の経験を基にお話しさせ

ていただきます。ただ、総じて科学技術・学術の情報

に対するアクセスのハードルが下がることは、社会全

体として必要なことだと思っています。 

 私自身、大学で行われている研究がなかなか社会に

伝わらない、それを解決していきたいという課題感か

ら、修士 2 年生のときにリバネスという会社を立ち上

げました。学生時代、私は農学の植物病理学という分

野の研究をしていたのですが、例えば遺伝子組換え技

術のように、研究の進歩に対して社会の認識や理解が

追いついてこず、研究者側もなかなか説明する機会が

持てない中で、新しい技術が拒絶されてしまう状況を

見てきました。つい 3～4 日前にも、あるメディアに

「ゲノム編集」という言葉を 9 割の人が知らないとい

うデータが出ていました。先端の学術情報をいかに社

会全体に流通させるかは、依然として課題であると思

います。 

 リバネスは、社内の全員が修士・博士の学位を持ち、

さまざまな研究者が集まり、社会の中で「科学技術の
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オープンサイエンス実装社会で活きる 

ブリッジコミュニケーション 
 

 
髙橋 修一郎 

（株式会社リバネス） 

 講演要旨 

オープンサイエンスの取組みが社会の中で広く効果を発揮するためには、前提として、非専門家を含むあらゆる社会のプレイ

ヤーが先端研究の成果を認知し、関心を持って新たな知識にアクセスする機運の醸成が重要であろう。そのためには、情報が

見えること・アクセスできることが重要であることは言うまでもないが、それに加え、情報を公開する専門家側が、受取り手

となる対象（異分野の専門家、産業界、次世代等）を深く理解し、積極的にブリッジを仕掛けることが肝要である。本講演で

は、次世代教育・産学連携・ベンチャー創業の観点からこのテーマに対する実践的な「ブリッジコミュニケーション」の取組

み事例を紹介しつつ、オープンサイエンスに対する期待について議論したい。 

髙橋 修一郎 
博士（生命科学）。東京大学大学院新領域創成科学研究科博士課程修了。株式会社リバネスの設立メ

ンバー。リバネスの研究所を立ち上げ、研究支援・研究開発事業の基盤を構築した。これまでに「リ

バネス研究費」や未活用研究アイデアのプラットフォーム「L-RAD」など、独自のビジネスモデルを

考案し、産業界・アカデミア・教育界を巻き込んだ事業を数多く主導している。2010年より株式会社

リバネス代表取締役社長COO。2022年8月、株式会社リバネスキャピタルの代表取締役に就任。 
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発展と地球貢献を実現する」という理念の下で事業を

展開しております。リバネス単体では 60 名、グルー

プ全体では約 300 名のメンバーがおり、日本を中心に

グローバルで活動しています（図 1）。 

 

専門家と受け取り手をつなぐサイエンス・ブリ

ッジ・コミュニケーション（SBC） 
 オープンサイエンス・オープンアクセスという文脈

では、まず社会からさまざまな先端の学術情報にアク

セスできることが大前提として大事である一方で、例

えば論文を誰でも見られるようになったとしても、誰

もがアクセスするわけではないと思います。やはり研

究者の側から主体的に伝えにいく動きがないと、有用

な情報、有益な情報が真の意味では社会に届かないと

いう課題があります。私たちは、セクターを超えてそ

れを伝えにいくことを「ブリッジコミュニケーション」

と呼んでいますが、社会の中で伝える役割や仕組みが

大切であると考えています。図 2 のスライドには

「Science」とありますが、広くアカデミアと思ってい

ただきたいです。例えば学校などの教育現場やアカデ

ミアの中でも異分野の研究者、そしてもちろん産業界

とつながっていく力が必要だと思います。 

 

先端科学をわかりやすく伝えるために 
 リバネスは、出前の実験教室から始まりました（図

3）。当時、子どもたちの理科嫌い・理科離れが非常に

進んでいました。それを埋めなければない、しかし、

ただ情報をぶら下げるだけではコミュニケーションは

促進されない。そこで、自分たち研究者自身が直接理

科教室に出向き、技術の面白さを伝えようという活動

を始めました。設立以来 23 年で、延べ 25 万人以上の

次世代に出前実験教室を実施しており、さまざまな先

端技術を持つ産業界とも一緒に活動しています。 

 一方で、自分たちで行くとなると、非常に労働集約的

な活動となります。そこで、理科の授業で先生が使うよ

うな雑誌を自ら発刊し、学術成果をかみ砕いて届ける冊

子を通じた活動を、もう 10 年以上続けています（図 4）。

次世代に伝えることが第一ですが、それに付随して、次

世代あるいは産業界の方々の前に立つ、あるいは記事を

書く本人たちが、受け取り手からのフィードバックを受

け取る経験を通じて、自身の学術成果をどう伝えていく

か、どう広げていくかを考える、主体性を持ったブリッ

ジコミュニケーターになっていくことが非常に大事だと

（図 2） 

（図 1） 

（図 3） 
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思っています。オープンアクセスが大前提になった社会

の先に必要なものは、伝えるための仕組みがソフトとし

てしっかり機能することです。 

 さらに加えますと、伝わった先にどのような反応が

返ってくるかを見ながら新しい研究テーマを考える、

そういった研究に予算がついてくる、そういう対話の

ベースとなるような世界が必要だと思っています。 

 

科学技術が生まれ、社会に実装されるまで 
 このように、リバネスは教育、大学でいえばアウトリ

ーチ活動からスタートしたわけですが、現在はそれに加

えて研究開発の促進や、大学発ベンチャーの立ち上げ伴

走という文脈でもブリッジコミュニケーションを広げて

おり、学術成果がどのようにして社会全体の力に変わっ

ていくのかというところに課題感を持っています（図5）。

これに関する取り組みについて二つご紹介します。 

若手研究者への研究応援プロジェクトの推進 
 一つ目は、産業界との接点を望む大学院生・若手研

究者のための研究助成制度です。研究者にとってアウ

トリーチ活動は大切ということは多くの方にご賛同い

ただけるのですが、一方で研究者が学術成果を上げる

ために、研究費・競争的資金の獲得に大変な力を割い

ている現状があり、特に若手研究者にとってそれは死

活問題です。そこで、この研究費の採択プロセスをブ

リッジコミュニケーションの発想で設計し直すことに

よって、例えば自身の仮説や結果について社会と対話

するきっかけにすることができるのではないかと考え、

「リバネス研究費」という取り組みを 2009 年から開

始しています。研究費の支給総額は約 2 億円と小規模

ではありますが、これまで 500 名以上の若手研究者を

採択し、申請者である若手研究者の持つ仮説や成果に

ついて直接産業界と議論する機会を提供しています。

採択者には、企業側から、知財を主張しない寄付とい

う形で 50 万円程度の研究費が支給されます。 

 リバネス研究費の例は、ブリッジコミュニケーショ

ンを促進する仕掛けは、アウトリーチだけでなく、研

究そのものと重ねていくことも可能だということを示

しています。非常に重要なのは、産業界との議論が若

手研究者のそれ以降の研究活動にしっかりとつながっ

ていくことです。 

 少し古いデータですが、2020年の時点で採択者の事

後の活躍を調査しました（図 6）。採択者の 8 割は学

生・ポスドク・助教の方でしたが、次年度以降に研究
（図 4） 

（図 5） （図 6） 
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代表者として獲得した競争的資金の総額は、捕捉でき

ただけで約 74 億円ありました。これは採択者数で割

ると、平均で 2000 万円を超える研究費を研究代表者

として獲得しているということになります。つまり、

オープンアクセスを実現した社会の中では、主体的に

コミュニケーションを取りにいく姿勢の研究者がその

後も活躍するのではないかという仮説を持っています。

社会の側からできることは、そのような主体的な研究

者と壁打ちのようにコミュニケーションを取っていく

ことだと思っています。 

 

研究者の情報共有を効率化する国内最大級のデー

タベースサイト「日本の研究.com」 

 これをさらに加速できないかと考えていますが、や

はりマンパワー依存のやり方には限界があります。そ

こで、私どもの関連会社であるバイオインパクトが日

本国内で研究されている研究課題や研究者についての

国内最大級のデータベースサイト「日本の研究.com」

を立ち上げました（図 7）。これが二つ目にご紹介す

る取り組みです。 

 日本の研究.com では、各省庁から出ている研究費

の予算、例えば 2023 年では 8,600 億円程度の予算を捕

捉し、機械学習などをかけながら一覧性が良いものを

作っています。これはもちろんアカデミアの方に使っ

ていただくことはもちろんですが、無料で公開されて

いますので、例えば、私たちが出前実験教室で触れる

ような次世代が興味を持った分野の先生を見つけて連

絡を取ってみる、あるいは大学生・大学院生が学びた

い研究室を探すなど、さまざまな用途で使われていま

す。 

 

まとめ 
 オープンサイエンス・オープンアクセスの広がりに

よって、アカデミアのみならず社会全体で知的資産の

活用が推進されることを期待しています。サイエンス

ブリッジコミュニケーションの取り組みは、オープン

サイエンスの促進に有効です。今後、学術情報の流動

化を促進するために、多様な手法の開発が求められる

と考えています。リバネスは、ブリッジコミュニケー

ションを促進する事業を今後も開発し続け、オープン

アクセス、オープンサイエンスの流れを真の意味で社

会の力に変えていくことに貢献したいと思います。 

（図 7） 
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 私は、地理学を専門として、主に地理情報システム

（GIS）を使った研究をしています。研究者としてデ

ータを利用する立場、また、コミュニティと一緒にデ

ータを作って整備する立場から、本日のテーマとは少

し異なるアプローチになるかもしれませんが、オープ

ンな協働型マッピングについてお話しします。 

 

参加型 GIS から地図の民主化へ 
 オープンアクセス（OA）やオープンデータなど、

なぜ地図をオープンに作ることに着目するのかという

ことですが、地図は長らく国家や政府機関が整備して

公開し、専門家のみが利用した経緯があります。他方

で、1990年代以降になると、市民参加型のまちづくり

が広まる中で、GIS 分野でも「参加型 GIS」と呼ばれ

る取り組みが台頭してきます（図 1）。 

 2000年代中盤以降は、インターネットの普及と共に

Geoweb といわれる Web 地図の発信が広がることで、

「誰でも・いつでも・どこでも」という地理空間情報

の活用が、学術のみならず民間領域も含めた各分野で

展開していきます。 2004 年には、OpenStreetMap
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オープンな協働型マッピングの展開とデータ活用 
 

 
瀬戸 寿一 

（駒澤大学 / 東京大学空間情報科学研究センター） 

 講演要旨 

デジタル地図や GIS（地理情報システム）を支える地理空間情報は、その多くが主に政府機関を中心とする公共セクターによ

り整備されてきました。他方、日常生活以外にもまちづくりや防災、インフラ管理など様々な場面で活用する機会が増えてお

り、公共データでは補えない様々な地理空間情報を参加型で収集し、オープンデータとして共有する活動が行われています。

本発表では代表例として OpenStreetMap の活動を取り上げ、データコモンズとして役割や活用例を解説します。 

瀬戸 寿一 
2004年立命館大学文学部実習助手、2006年～2009年3月同・専任講師を経て2012年同・大学院文学研

究科博士課程後期課程修了。2012年同・専門研究員、ハーバード大学地理解析センター客員研究員。

2013年東京大学空間情報科学研究センター 特任助教、2016年4月より同・特任講師。2021年4月より

駒澤大学文学部 准教授（兼務・東京大学CSIS 特任准教授／放送大学 客員准教授）。専門分野は、社

会地理学・地理情報科学で、参加型GISやシビックテック・データガバナンスに関する研究に従事。

博士（文学）。 

 

（図 1） 
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（OSM）と呼ばれるオープンな協働型のマッピング

プロジェクトが開始され、2005 年には Google Maps を

はじめとする民間の商用地図サービスがかなり普及し

始めます。 

 そして 2010 年代以降、地理空間情報の研究の中で、

非常に大きなキーワードになるのが OSM に代表される

「ボランティア」型の取り組みです。地理空間情報を

政府機関だけでなくさまざまなステークホルダーがい

かに自発的・協働的に作っていくか、その現象や継続

性を明らかにする過程で、「ボランティア地理情報

（VGI）」という概念が提唱され、以降研究や社会的な

実践が進められてきました。私自身は OSM という一つ

のプラットフォームを研究対象にしていますし、それ

が社会でどう使われているかもウォッチしているので

すが、オープンな地図としてどのような形で機能して

いるか、あるいはコミュニティやエコシステムがどう

成立しうるのかというところに関心を持っています。 

 

Japan Map Compare 
 冒頭申し上げたように、政府機関をはじめとする各

機関がさまざまな形で長らく地図を作ってきた経緯が

あるわけですが、必ずしもその地図や素材となるよう

なデータが完全にオープンに使えるとは限りません。

民間企業であれば、ビジネスの都合や著作権を含むラ

イセンスの問題が非常に大きいです。 

 日本では世界的に見ても多くのWeb地図が異なる機

関を通じて提供されており、私たちはその比較を研究

上の一環で行いました（図 2）。また、本日は時間の

関係で詳しく取り上げませんが、オープンソース技術

とオープンデータを市民が主体となって地域課題の解

決のために駆使する「シビックテック」と呼ばれる活

動を通じて、地理空間情報を用いた社会的な実践も進

んできたという背景があります（図 3）。 

 

OpenStreetMap（OSM） 
 OSM は、全世界で基盤となるような地理データベー

スを作っていくというオープンな協働型マッピングの

プロジェクトで、2024年に 20周年を迎えました（図 4）。

ウィキペディアのような手法で誰でも自由に地図のデ

ータベースを編集するもので、私は「地図分野のデー

タコモンズ」と位置づけています。基本的な運営やデ

ータベースの維持管理はほぼボランティアによって行

われており、地図分野では世界最大級の協働プロジェ

（図 2） （図 4） 

（図 3） 
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クトです。当然、学術研究でも、このデータを使った、

あるいはこの活動自体を対象とした論文が非常に多く

発表されています。瀬戸（2024）の論文執筆時に調べ

たところ、主要学術誌だけでも過去 15 年間で 1,800 本

以上の OSM を扱った論文が掲載されました。 

 OSM のデータ事例として京都大学の吉田キャンパ

ス周辺の地図を取り上げます（図 5）。Web地図という

と、一般的には背景地図的に画像データとして提供・

閲覧されることが多いですが、OSM では、建物や道

路、敷地内のモニュメントなど、地図の素材となる個

別（地物）データを、一つ一つ作っていくところが大

きなポイントとなります。 

 主な作り方としては、まち歩きなどの野外活動を通

して編集するパターンと、あらかじめ許可された衛星

画像・航空写真・街路景観写真などを使ってマッピン

グするパターンの二つの手法があります。いずれにせ

よ、マッピングした成果が即座にインターネット上で

公開され、それがさまざまな地図サービスで更新され

る、ある種のエコシステムが生まれています。 

 

日本における活動推移と継続性 
 この活動は、英国で始まり非常に盛り上がったもの

ですが、日本でも 2008 年ごろから活動が進められて

きた中で、OSM に参加する貢献者たちは、データ編

集以外にも多様な形で関わっています（図 6）。また、

年を追えば追うほど新しい貢献者も加わり、世代交代

とまではいかないまでも、活動の変遷・推移に大きな

バリエーションが生まれてきているのが現状です。 

 OSM で編集されたデータは、OSM プロジェクトで

直接提供される地図以外にも、私たちの身の回りの生

活や必要なサービスのベースマップとして使われてい

ます。日本では、特に東日本大震災を一つの契機とし

て、災害時をはじめとする緊急時における地図の更新、

世界的にも災害を含む人道支援を目的としたデジタル

な活動の一つとして、非常に盛り上がってきました

（図 7）。特に人道支援の一環として、現地で誰もが

使える地図が、比較的容易な手法で整備されるという

カルチャーが起こったことも、ここで強調しておきた

いと思います。 

 

OSM をめぐる「参加」のエコシステム 
 本日は主にオープンに地図を編集する意義や仕組み

を中心にお話ししましたが、OSM は地図編集のみな

（図 5） （図 7） 

（図 6） 
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らず、地図を配信するためのオープンソースのツ

ールを開発することや、OSM を編集するための教

材や動画を作成する活動などにもコミュニティが

開かれています。データをオープンに整備するだ

けではなく、そのためのツール開発や、OSM への

貢献者を育てる活動など大きな意味でのエコシス

テムも生まれてきています。それが、20 年に渡っ

て活動を継続できた地図データコミュニティの特

徴ではないでしょうか（図 8）。 

 

新しいリサーチトピックへの着目 
 最後に、今後 OSM をめぐってどのような活動や研

究が開かれていくかの可能性についてお話しします

（図 9）。AI 技術を含め、地図データの新しい作成手

法が模索されています。OSM は、ボランタリーゆえ

に品質管理はしないことになっているのですが、これ

だけ活発に活動されデータ自体も全世界で使われてい

ますので、地図の品質向上や更新をいかに継続してい

くかという点も着目されています。 

 OSM から派生する形で、主に民間ビジネスでも使

えるように、オープンな地図データベースをもとに再

整備し提供する Overture Maps Foundation という企業連

合のような新しい活動も始まっており、オープンな地

図コミュニティ全体としても新しいステップを踏み出

したのではないかと考えられます（図 10）。 

（図 8） 

（図 9） （図 10） 
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知の循環とミッシングリンク 
 図 1 は、知が生まれて公開され、それを利用し、ま

た新しい知の生成につながるという循環を「知の循環」

と名付けて図に表したものです。本日は、この「知の

循環」についてお話しいたします。 

 今、オープンサイエンスで主に議論されているのは、

生み出した知をどのように公開するか、オープン化す

るかという「知の公開」の部分です。「知の循環」は、

公開した知が別の人に利用され、それがまた公開され

てつながっていきます。「知の生成」が「知の利用」

をしたい人から見えることによって、知が使えるよう

になるというのがオープンサイエンスの一つのメリッ

トです。ところが、知を生み出した側からは、それが

どう使われているのがよく見えません。あるいは、見

えづらくなっています。ですから、知の循環とは言っ

ても、実は知の利用・公開・生成はつながっていない

のではないかと考えています。 

 「知の生成」から「知の公開」のところは、オープ
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知の循環のミッシングリンク： 

知的資産はどのような利用事例を生み出すか？ 
 

 
北本 朝展 

（国立情報学研究所） 

 講演要旨 

知的資産へのアクセスを広く開くことで、知が人々の間を循環して利用され、さらなる知的資産の創造につながることが期待

されている。しかし、知的資産の出版に関する情報の充実に比べると、知的資産の利用事例に関する情報は乏しく、ここが知

の循環における「ミッシングリンク」となっている。そこで我々は、データセットの利用事例を収集・共有するプラットフォ

ーム Mahalo Button の開発などを進めることで、ミッシングリンクを追跡可能とする試みを続けている。出版から利用へと知の

循環が回る未来像を考察してみたい。 

北本 朝展 
国立情報学研究所コンテンツ科学研究系教授。データサイエンス共同利用基盤施設人文学オープンデ

ータ共同利用センター長。 

https://www.nii.ac.jp/faculty/digital_content/kitamoto_asanobu/ 

 

（図 1） 

知の循環
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知の生成 知の利用

知の公開

知の公開

見える

見えない（見えにくい）
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ンサイエンスの中心的な課題として、オープンアクセ

ス、オープンデータなど多面的な活動が進んでいます。

また、公開された知をどのように利用するかという、

いわゆる再利用も、オープンサイエンスの一つの課題

として議論されています。ところが、「知の利用」「知

の公開」をしても、それが次の「知の生成」につなが

るところが見えにくい。これを私は「ミッシングリン

ク」と呼んでいます。 

 生成側から利用側が見えれば、生成の価値が分かり

ます。例えば、何本の論文に引用されたかを表すサイ

テーション（被引用数）は価値の可視化の一つです。

さらに重要なのは、どのように使われたかという情報

が集約されると、利用方法を汎用化できるということ

です。逆に利用方法に関する情報がバラバラになって

いると、知がどのように使えるのかということがよく

分かりません。 

 

知の循環の課題 
 この循環の課題として、まず、知を作っても適正に

評価されないということがあります。引用プラットフ

ォームによる解決が議論されていますが、これは道半

ばです。 

 また、知を公開しても、それがどう使われているの

かよく分からないという悩みがあります。これは知の

生成者だけでなく、実は知の公開者も同様の悩みを抱

えています。リポジトリで公開しても、それがどのぐ

らい使われているか、誰が使っているかが分からない。

利用事例が把握しづらいという悩みは、いろいろな人

が持っています。 

 知を利用した人が、知の生成者や公開者にフィード

バックをしたいと思っても難しいという課題もありま

す。例えば、改善の提案、あるいは単純に「ありがと

う」と伝えることさえなかなかできないのが現状です。 

 そして、「知の循環」が切れたままだと、「知の

Flywheel（弾み車）」を加速することができません。そ

のため、ポジティブフィードバックによる知の成長が

起こりにくいという問題があります。 

 そこで、知をつなげるために活用されているのが、

Scientific Knowledge Graph です（図 2）。これは、出版

やデータ、ソフトウェア、プロジェクト、組織など、

研究に関係するエンティティの関係をグラフ構造とし

てリンクしようという考え方です。個々の研究リソー

スの依存関係を見える化できるため、研究評価などに

は使えます。ただし、単にリンクしているだけですの

で、どう使われたかという利用事例に関する詳細な情

報を得るのが難しいという課題があります。 

 

DIAS と Mahalo Button 
 われわれの Mahalo Button は、このような問題を解

決するためのサービスです（図3）。Mahalo Buttonは、

いわゆる「Like Button（いいね！ボタン）」と基本的

な機能は同じで、ボタンを押すと情報を入力できると

いうものです。これをデータセット公開ランディング

ページに設置して、データ利用者やデータ公開者がデ

ータ利用事例を登録していくことで、利用事例がたま

るという仕組みです。これからデータセットを使おう

とする人がそれを見ると、どのように使われているか

（図 3） 

Mahalo Button
https://mahalo.ex.nii.ac.jp/

1. Mahalo Button：データセット公
開ランディングページに設置

2. データ利用者やデータ公開（管
理）者：データ利用事例を登録

3. 潜在的データ利用者：データ利
用事例が有用ならば、新たな
データ利用者となる

4. ボタンで集計する利用事例数が、
データ作成者の業績になる

2025/01/30 SPARC Japan セミナー2024 6

感謝のネットワーク

データセット
のランディン
グページ

（図 2） 

Scientific Knowledge Graph
1. 出版、データ、ソフト
ウェア、プロジェクト、
組織など、エンティ
ティの関係をグラフ化

2. リソースの依存関係を
見える化できるため、
研究評価には有用

3. 利用事例に関する詳細
な情報は得られない
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が分かり、利用事例から学ぶことによって新たなデー

タ利用者となります。 

 Mahalo Button は、既にデータ統合・解析システム

（DIAS）のデータ公開ページに設置し、情報を入れ

ています。図 4 の左下に「このデータセットを利用し

た論文」と表示されている「83」という数字は利用事

例数で、これはデータ作成者の業績にもなります。こ

れをクリックすると、図の右側にあるようにどのよう

に使われたかが一覧として表示されますので、そのデ

ータの使い方を知ることができます。 

 このサービスに最近、幾つかの改良を加えています。

一つはデータ引用論文の検索支援です（図 5）。デー

タセットがどう使われたかについては、デジタルオブ

ジェクト識別子（DOI）をキーとして検索すると、引

用している論文にアクセスできるのが理想です。

DataCite や OpenCitations の API を使うと、データセッ

トが使われている論文が分かります。そこで「Give 

Card」ボタンを押すと、データ引用論文の登録が簡単

にできます。 

 もう一つは、生成 AI によるデータ登録支援です

（図 6）。データセットがどのように使われているか

ということは、さまざまな形式で論文中に書かれてい

ます。そこで、「Title」と「Description」を入力するこ

とで、それを元に「Summary」や「Tags」を元の論文

から抽出して自動生成します。このような生成 AI の

活用も、情報の入力に関わる手間を減らす上で非常に

重要です。 

 三つ目は、生成 AI によるデータ利用支援です（図

7）。例えば Mahalo Card に登録した利用事例に関して、

「このデータセットの利用事例をまとめてください」

と生成 AI のチャットに入れると、情報をまとめて

「このデータセットはこんな形で使います」と結果を

返してくれます。また、「気候変動への利用をもう少

し詳しくまとめてください」とプロンプトを変えると、

気候変動に関する利用事例が抽出されるなど、さまざ

まな情報を取得できます。このように、データセット

の潜在的利用者が、どのように使えるかを把握してか

ら、使うことができるような支援となっています。 

 

 

（図 5） 

1. データ引用論
文の検索支援
1. DataCite APIや

OpenCitations APIを利
用し、DOIをキーとし
てデータ引用論文を
検索

2. 「Give Card」をク
リックすると、ス
ムーズにデータ引用
論文を登録可能
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（図 4） 

DIASとMahalo Button
https://diasjp.net/information/topics/20211116/
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（図 7） 

2. 生成AIによる
データ登録支援
1. TitleとDescriptionを元
の論文から抜き出し
て、SummaryとTags
を自動生成

2. メタデータを、人手
で整理せず、自動的
に生成するため、作
業負荷が大幅に減る
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（図 6） 

2. 生成AIによる
データ登録支援
1. TitleとDescriptionを元
の論文から抜き出し
て、SummaryとTags
を自動生成

2. メタデータを、人手
で整理せず、自動的
に生成するため、作
業負荷が大幅に減る
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データ利用事例収集の課題 
 オープンサイエンス的には、データ利用者が全ての

引用に DOI を明示し、それが自動的にデータベース

に整理され、API 経由でオープンに利用事例が取得可

能となることが理想です。ただ現実は、DOI の利用

は限定的で、データへの言及方法がバラバラですので、

API だけでは利用事例を網羅できません。そのため、

さまざまな手段を使って事例を収集する必要がありま

すが、これを行うのは大変です。 

 理想は、ユーザー全員が「使いましたよ」と

Mahalo Button にボランタリーに登録することで、デー

タベースが充実していくという方向です。しかし実際

のところ、ボランタリーな登録はなかなか難しいため、

われわれ DIAS では現在、リポジトリ側の付加価値と

なるよう、リポジトリ側で情報を登録しています。利

用事例の収集は、リポジトリの評価と運営においても、

付加価値として広く使えるのではないかと考えます。 

 

Mahalo Button ご利用のすすめ 
 Mahalo Button は DIAS プロジェクトで開発・利用を

進めていますが、DIAS 専用のシステムではなく、誰

でも自由に使うことができます。 

 データ管理者としては、利用事例を共有することでデ

ータに付加価値を与え、利用を増やすサービスとして利

用できます。データ提供者・公開者としては、データの

利用事例を把握し、貢献を可視化するサービスとして利

用できます。さらにデータ利用者は、生成 AI チャット

なども使いながら、データの利用方法を把握し、自らの

研究に使うことができると考えています（図 8）。 

（図 8） 

ご利用のすすめ
https://dias.ex.nii.ac.jp/mahalo/

1. Mahalo ButtonはDIAS専用のシステムではなく、Google
のFirebase認証により、誰でも使えます

2. データ管理者：利用事例の共有によりデータに付加価
値を与え、利用を増やすサービスとして利用

3. データ提供者：データの利用事例を把握し、貢献を可
視化するサービスとして利用

4. データ利用者：生成AIチャットの支援によりデータの
利用方法を把握し、自らの研究に利用
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 私は長らく SPARC Japan に関わってきましたが、現

在は少し立場が変わり、2024 年 4 月より知識コンテン

ツ科学研究センター長を務めております。このセンタ

ーは CiNii の開発を担当するセクションです。本日は

実際にデータをハンドリングする立場から、学術情報

流通のこの先 10 年がどうなるのかという話をしたい

と思います。 

 

学術コミュニケーションの変化 
 今、学術コミュニケーション、学術流通は大きく変

化しており、いわゆるビッグデータ化が進んでいます。

3V で見ても、規模（volume）は拡大し、毎年指数級

に増えています。また、多様性（variety）が広がり、

書籍、雑誌論文、国際会議論文だけでなく、プレプリ

ント、研究データ、ソフトウェアなども研究成果とし 

て把握しなければならなくなっています。また、スピ

ード（velocity）も加速し、競争が激しい分野は、年の

スケールから月のスケール、さらには日のスケールへ

と変化しています。プレプリントで有名な arXiv には

機械学習系の論文が数多く公開されますが、例えばあ

る日に投稿された論文が、次の日の arXiv の論文に引

用されるような時代になってきています。 

 また、学術コミュニケーションに対して、より多く

の要請がなされるようになっています（図 1）。今ま

では研究者の間できちんとやっていればよかったので

すが、根拠の提示や再現性の追求などがより強く求め

られるようになりました。査読についても、制度の検

証や新たな制度の模索、オーサーシップについても著

者の役割の明示化などの再定義・再定置が求められて

います。さらに研究資金の明確化や、研究組織のコミ
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学術情報流通の次の10年の見取り図 
 

 
武田 英明 

（国立情報学研究所） 

 
講演要旨 

オープンサイエンスの進展によって学術情報流通の世界は大いに変貌しつつある。これまでは論文のみによるシンプルな学術

情報流通であったが、多様な情報源で公開される、論文・研究データ・ソフトウェアといった多様な研究成果を扱うようにな

っている。また利用の用途も研究だけでなく研究評価までに広がっている。このような学術情報流通の見取り図を示すととも

に、その中で中心を占める PID の役割について述べる。 

武田 英明 
国立情報学研究所情報学プリンシプル研究系教授／主幹兼知識コンテンツ科学研究センター長。 

1991年3月東京大学大学院工学系研究科博士課程修了。工学博士。ノルウェー工科大学、奈良先端科

学技術大学院大学を経て、2003年5月より国立情報学研究所教授(現在に至る)。2024年4月より同研究

所知識コンテンツ科学研究センター長. 知識共有、Web 情報学、設計学などの研究に従事。人工知能

学会、電子情報通信学会、情報処理学会、精密工学会、AAAI各会員。 

http://www.nii.ac.jp/faculty/informatics/takeda_hideaki/ 
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ットメントも求められるようになっています。 

 このような中で、学術コミュニケーションは一体ど

こに行くのでしょうか。一つは、オープン化です。こ

れは間違いない道で、特にサイテーションを含む研究

成果情報（メタデータ）は基本的にオープン化されて

いきます。今までサイテーションはかなりクローズで、

Crossref も全部は出していませんでしたが、OpenCita-

tions でほとんど出るようになりました。また、研究

成果自体もオープン化しています。これがオープンサ

イエンスのコンテクストです。 

 次に、永続識別子（PID）化です。先ほど述べたよ

うに、データ量が増大し、大量の研究成果があります

ので、きちんと ID を付けないと管理できない時代に

なりました。研究成果・論文だけでなく、研究者、組

織、研究助成金課題などの ID 化も必要です。 

 そして、データ利用の高度化です。単に検索できれ

ばよいわけではなく、分析や総合という使い道となっ

ていきます。おおよその全体の方向性をこのように考

えています。 

 

それぞれのステークホルダーの役割 
 このような状況の中で、さまざまなステークホルダ

ーからいろいろな要請が来ています。それぞれの役割

について簡単にお話しします。 

 研究者の役割は、研究助成金課題を申請し、研究活

動を実施し、研究成果を公開することですが、その役

割はさらに増えています（図 2）。 

 また、研究機関・大学の役割も増えています。単に

機関リポジトリを運営するだけでなく、所属する研究

構成員の研究成果の把握も機関の役割となっています。

大規模大学では対応もできますが、中小規模の大学の

場合、それら全てを少人数で対応しなければならない

ため、大変な事態になります（図 3）。 

 助成機関は、今までは資金を提供するだけでよかっ

たのですが、研究助成金課題の成果をきちんと公開し

なければならなくなっています。公的資金の場合は特

にそうです。研究成果情報の公開なども助成機関の役

割となっています（図 4）。 

 さらに政府も、研究助成制度全体を監督する立場が

より強化されています。府省共通研究開発管理システ

ム（e-Rad）なども強化し、システムのサポートをし

ようとしていますが、政府も責任を負うことになりま

す。そして、これらのデータを収集して evidence-based 

（図 3） 

（図 2） 

（図 1） 
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policymaking（EBPM）に使うこともしています（図 5）。 

 それから、CiNii などの学術データベースです。こ

れらの関連する学術情報を全て引き受けて、網羅的体

系的に収集し、ユーザーに提供する役割があります

（図 6）。 

 これが、現在進行中の学術コミュニケーションの変

化です。 

 

支援システムの現状とシステム設計の原則 
 現状、図 7 のようにさまざまな支援システムがあり

ますが、一体どのようなシステム設計を考えればよい

のでしょうか。 

 設計の原則の一つは、公開系と事業系のシステムを

きちんと区別することです。オープン化は大変重要で

すが、一方で、科学は全てがオープンというわけでは

ありません。共同研究もありますし、大学にはビジネ

スもあります。それらは事業系のものとして区別しま

す。 

 二つ目が、主体の役割の明確化です。誰が管理する

のか主体をはっきりさせるということです。 

 三つ目が、多重系です。これだけ多様なステークホ

ルダーがいますので、どんな方法でも必ず漏れがあり

ます。いかにシステムを多重に作って、完全でないデ

ータを相互に補うかということです。 

 

日本の学術コミュニケーションの見取り図 
 図 8 は、今後 10 年の研究成果情報の流れを示した

ものです。ステークホルダーとして、一番左に研究

者・研究機関があります。下部は、学術コンテンツを

公開している学会や出版社、サブジェクト・リポジト

リなどです。上部は助成機関や政府、右側はリユーザ

ーです。真ん中の右にある学術データベースは、まさ

（図 5） 

（図 4） 

（図 7） 

（図 6） 
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にデータを収集して公開するサイトです。 

 研究助成登録課題情報の流れについては、色付けで

示しています（図 9）。緑色はコンテンツの流れです。

つまり、論文などを書いたら、機関リポジトリに公開

するか、学会サイトに公開するか、出版社サイトに公

開することになります。青色はメタデータの流れです。

本文とは別にメタデータが収集される点も、学術情報

流通の重要なポイントです。メタデータの流れには、

公開したサイトから出る、所属の大学から出る、ある

いは助成機関の成果報告として出るという、大きく 3

通りのルートがあります。学術データベースはこれら

のメタデータを全て集めなければならないことになり

ます。 

 非常に複雑な状況ですが、真ん中に PIDがあれば何

とか成り立つだろうというのが、現在の見取り図です。

PID が ID を共有することによって、いろいろなステ

ークホルダーから出てくるデータをうまく特定して流

すことができるのです。PID の一つであるデジタルオ

ブジェクト識別子（DOI）は、主に研究成果に付けま

す。それ以外に、研究者に付ける Open Researcher and 

Contributor ID（ORCID）、組織に付ける Research Or-

ganization Registry ID（ROR ID）、助成課題に付ける ID

なども PID としてシェアするものです。PID が中心に

あれば、この複雑な仕組みも流れることになります。 

 例えばメタデータに着目すると、研究助成金課題情

報の ID をたどれば課題の成果報告として集約され、

このような流れで最後に右側（学術データベース）に

集まることになります。 

 現在、日本で実際に動いているシステムを図の上に

マッピングすると、図 10 のようになります。一番右

側にある学術データベースの CiNii にたくさんの線が

向かっていることから、ここがいかに大変な状況か分

かっていただけると思います。これが現在進行中の日

本の学術コミュニケーションの見取り図です。 

 

まとめ 
 現在、学術情報通流通は、その量、多様性、スピー

ドが増大しています。また、環境が複雑化しており、

研究者間の情報のやり取りだけではなく、助成機関側、

市民側、データを使う側という外部要因があり、さら

に公正性という問題もあります。そのためさまざまな

要請が増えています。 

 先ほど示した次の 10 年の見取り図は、とにかく多

（図 9） （図 10） 

（図 8） 
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様なステークホルダーが絡み合う複雑なネットワーク

となります。ここで PIDを核とすることで、コンテン

ツ、人、組織、課題が、個々の PIDがあるからこそう

まくいくということになります。 

 一方で、他の方からもご指摘があったように、学術

情報流通が増大すると人間が扱えなくなることが予測

できますので、自動化や AI 化が加速するといえます。

世界では既に PID の発行競争が始まり、PID ベースの

サービスが増えています。日本においては、誰がどの

ような役割で PIDを作成・利用するのかという PIDポ

リシーをまず制定しなければなりません。そして、

PID 発行の責任体制を構築する必要もあります。これ

らが近々の課題だと思います。 
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 私がいただいたお題はリテラシーです。私の話は、

即時オープンアクセス（OA）の義務化そのものより、

セミナーの趣旨にあるとおり、オープン化された研究

成果・知的資産に広くアクセスできる未来は、どんな

社会か、どんな世界か、研究者だけでなく市民がその

知的資産をどのように利用できるか、というところに

焦点を当てたいと思います。この後のディスカッショ

ンのたたき台として、やや大きな方向性、大枠につい

て私見を含めてお話しします。また、勤務先にある研

究所のプロジェクトの成果についてもお話しします。

私の専門は広い意味での教育学ですので、その点を踏

まえてお聞きいただければと思います。 

 

OA 時代の（学術）情報利用 
 リテラシーについて考える前提として、オープン化が

さらに進むと情報利用はどのようになるのか、簡単に整

理いたします（図1）。利用者からすると、利用できる情

報の量、質、種類が増えていきます。大学の新入生でも、

高校生でも、市民であっても、これまで使わなかった、

あるいは使えなかったリソースが使えるようになること

を意味します。狭義の学術や研究だけでなく、幅広い用

途で研究成果が使われるようになります。 

 

 
   
 

SPARC Japan セミナー2024 
「オープンアクセス義務化の先にあるもの：来るべき世界に向けて」 

 

 

 

オープンアクセス時代の情報リテラシー 
 

 
野末 俊比古 
（青山学院大学） 

 
講演要旨 

論文・データなどの研究成果のオープンアクセス化は手段に過ぎず、研究者を含む利用者が活用することこそが目的である。

論文・データなどの探索・活用などにあたって、利用者には情報リテラシー（ここではデータリテラシーを含む）が求められ

る。学術情報流通の在り方が変わっていくなかで、情報リテラシーはどのように変わってきたのか、また、変わっていくの

か、整理してみたい。また、今後、情報リテラシーをどのように修得・向上していくのか、大学図書館の役割も含めて、検討

してみたい。 

野末 俊比古 
青山学院大学教育人間科学部教授・学部長、同大学革新技術と社会共創研究所副所長。学術情報セン

ター助手、文部省社会教育官、青山学院大学文学部准教授、国立情報学研究所客員准教授などを経

て、現職。日本図書館協会図書館利用教育委員会委員長、国立国会図書館科学技術情報整備審議会基

本方針検討部会長、東京都立図書館協議会議長なども務める。専門分野は図書館情報学、教育情報学

など、関心領域は情報リテラシー教育、教材（学習資源）開発など。 

 

（図 1） 

オープンアクセス時代の（学術）情報利用

これからこれまで

研究の素材（データなど）
利用者による“質”評価

研究の成果（論文など）
専門家による質保証（査読など）

流通

コンテンツ（内容）に基づく
情報（源）／リソース
“デジタルネイティブ化”

探索（AI 利用などを含む）

メディア（形態）に基づく
資料（群）／コレクション

アナログの延長・対比
検索（データベースなど）

管理

さまざまな利用者（市民）
幅広い（新たな）用途

主体的･探究的･協働的な学び（作り手）

（狭義の）研究者
（狭義の）研究のため

伝統的な教育（受け手）
利用
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 当然、そこに伴うリテラシーも変わることになりま

す。特にデータの流通の部分は大変大きな問題になる

と思います。データの取り扱いは分野や利用目的によ

って大きく異なり、そもそもどういうデータをどのよ

うに収集・整理するかということも、分野によって大

きな違いがあります。つまり、専門性が高まり、リテ

ラシーの言葉で言うと、文脈の依存性が高くなってい

くということになります。 

 

情報リテラシー観の展開・転換 
 このように考えると、われわれは今、リテラシーの

捉え方を変えていく時期にあるのではないかと思いま

す。汎用的な基盤があってそれを応用していくのでは

なく、さまざまな文脈のなかでリテラシーを捉えてい

く、つまり、分野や領域、あるいは利用の目的といっ

た広い意味での文脈に基づいてリテラシーを捉え直し

ていくということです。今までは、手段であるはずの

リテラシーを、習得することが目的化しているところ

があったと感じています。これからは、手段であるこ

とをより明確にしていくことになると思います（図 2）。 

 

利用者とシステムとのギャップをどう埋めるか

（情報リテラシーをめぐる三つのアプローチ） 
 リテラシーは手段ですから、平たく言うと、学ばな

くて済むのであれば学ばなくてもいい。研究であれ、

その他の知的な活動であれ、情報利用の目的が果たせ

れば学ばなくてもいいのではないかと言えます。 

 リテラシーが問題になるのは、利用者の持つリテラ

シーと、広い意味でのシステム（図書館、データベー

ス、パソコン、アプリ等）を使うときに求められるリ

テラシーとの間にギャップがあるときです（図 3）。

そのような場合、利用者に「利用の仕方を理解してく

ださい。少し難しいので覚えてください」などと指

導・教育するだけでなく、「一緒に情報を探しましょ

う」「代わりに探しましょう」と支援・代行するアプ

ローチもあります。また、そもそも使うのが難しい仕

組みやシステムを、より簡単に、容易に使えるように

することにも、もっと注力していくべきだと考えます。

本日は大学図書館の視聴者が多いようですので、大学

図書館を想定して、一つずつ見ていこうと思います。 

 

図書館サービスとしての情報リテラシー教育 
 一つ目は、情報リテラシー教育です（図 4）。文脈

に紐付いていくということは、大学ではカリキュラム

に基づくことが優先されるようになります。当然、図

書館だけで完結するものではないため、専門的領域に

詳しい方々との協働も必要となります。また、これか

らはテクノロジーの活用が前提となるため、図書館に

集合して一斉に教えるだけでなく、ウェブ教材などさ

（図 2） 

情報リテラシー観の展開・転換

これからこれまで

包括的な把握と“文脈”に応じた構成
分野・領域などと利用の目的や

利用者の意思など

汎用性（とその応用）
社会（コミュニティ）における生活（機能）に

必要な情報の“読み書き（活用）能力”

新しい学力（能力）観
技能（カラダ）＋思考（アタマ）＋情意（ココロ）

伝統的な学力（能力）観
技能が中心

カリキュラムに基づく／協働的な対応
プロジェクト型の教授学習法

図書館・授業などごとの対応
プログラム型の教授学習法

状況などに応じて（手段として）
教育・指導以外のアプローチも

習得・向上すべき（目的化）
図書館などが教育・指導できる／すべき

野末（2014）「情報リテラシー教育の『これまで』と『これから』」『情報の科学と技術』61(1)

（図 4） 

（1）図書館サービスとしての情報リテラシー教育

オンデマンド
(時間差・非同期)

リアルタイム
(同期・同時)

一斉
（集団）

個別
（個人）

リアル
(対面・集合)

リモート
(遠隔・分散)

・ 前提・必要となるもの
・ カリキュラムに基づいて
・ 学内外との協働
・ テクノロジーの活用（DX）

・ 指導のデザイン
・ Whom‥‥利用者
・ Why‥‥文脈（目的）
・ What‥‥内容（目標）
・ When/Where
/Who/How‥‥方法 

野末（2009） 「情報リテラシー教育における
図書館員の役割」『短期大学図書館研究』(28)

（図 3） 

（1）
指導・教育

（学習支援）

（2）
支援・代行

（AIなどを含む）

（3）
簡潔化・容易化
・明解化など

利用者とシステムとの“ギャップ”をどう埋めるか／縮めるか
—情報リテラシーをめぐる三つのアプローチ—
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まざまな方法を工夫していくことになります。 

 

情報利用における支援・代行 
 二つ目は、支援・代行です（図 5）。リテラシーに

ギャップがあるときには、レファレンスサービスを典

型とする直接的（人的）な支援のほか、各種マニュア

ルやサインなどのツールを使った間接的な支援が今で

も行われています。これに加えて、これからは図書館

以外による協働的な支援、そしてテクノロジーを活用

した支援が広がっていくと思います。 

 一例として、AI を活用した蔵書探索システムをご

紹介します（図 6）。これは私がプロジェクトリーダ

ーを務める研究プロジェクトで、富士通 Japan 株式会

社との共同研究で開発したものです。2024 年 1 月以降、

公共図書館に順次、導入されて稼働しています。ウェ

ブサイトから誰でも使えますので、ご関心があればぜ

ひお使いいただいて、感想をお寄せいただければと思

います。公共図書館の蔵書を対象としたものとしては、

調べた限りでは日本初のものです。私としては、あく

までも研究として、無償で（笑）取り組んでいます。 

 ただ、AI は万能ではありませんので、さまざまな情

報やデータを探すときに、AI で全てがかなうわけでは

ありません。図 7 で示しているとおり、能動的態度で

何かを探している、かつ何を探しているのかが必ずし

も明確でない、つまりニーズが潜在的である、という

右上の赤色の部分が、AI が最も意義を発揮する領域と

考えています。今までレファレンスサービス等で人的

にカバーされてきたところですが、これからは AI 等の

力も借りて、分担していくようになるでしょう。 

 そうなると、リテラシーの在り方も変わっていくと

思います。例えば、先ほどの AI による文献探索は、

条件に当てはまるものをピックアップするという「検

索」の考え方ではなく、近そうなものから全てを順番

に並べるという「探索」という、これまでとは全く違

う考え方で行われています。そのようなことも、これ

からは理解していく必要があります。 

 

利用者志向の情報利用環境 
 三つ目は、使いにくいものを使いやすくすることに

注力するべきだという考え方です（図 8）。つまり、

（図 6） 

AIを活用した蔵書探索システム

・ 昨年1月以降、公共図書館に順次、導入・稼動
・ 青山学院大学革新技術と社会共創研究所

「近未来の図書館と新しい学び」研究
プロジェクトにおける富士通 Japan との
共同研究にて開発

・ AI が入力内容に“近い”文献を
学習データから提示

・ AI だからこそ見つかる場合と
上手くいかない場合

・ 改良に向けた研究・開発を継続中
野末ほか（2024）「AI の活用による学習者に
最適化した文献探索システムの社会実装」
『日本教育情報学会第40回年会論文集』など

横浜市立図書館における表示例
（https://newopac.library.
city.yokohama.lg.jp/home）

（図 5） 

（2）情報利用における支援・代行

直接的（人的）な支援

・ レファレンスサービス
・ チューター・TAなどによる相談 など

間接的な支援（ツールなど）

・ 各種マニュアル・サイン
・ パスファインダー など

テクノロジーを活用した支援

・ ディスカバリーサービス
・ AI による情報探索 など

図書館以外による“支援”（協働）

・ 授業時の文献リスト
・ 各種ウェブサービス など

（図 8） 

（3）利用者志向の情報利用環境

分類・排架（コレクション）

学修モデル研究モデル

学習分野別
・段階順

十進分類法

他者が
評価済み

利用者が
判断

動的静的

選択的網羅的

資料提供（利用）

共有モデル貸出モデル

閲覧・
短時間貸出

貸出
（＋禁帯出）

複本一点

検索複写

（事前）要約読解

検索・探索（アクセス）

探索モデル検索モデル

“関連性”
キーワード
マッチング

順位付け抽出

利用に基づく
（難易度・
分量など）

文献に基づく
（タイトル・

著者名など）

他者が
評価済み

利用者が
判断

利用者の視点・立場（ニーズやスタイルなど）

文献（資料）の利用に係るリテラシーの必要性を軽減・縮小するモデルの例

（図 7） 

AI が意義を発揮する領域（仮説）

例：新着案内
（ｷｰﾜｰﾄﾞ事前登録）

例：新着案内
AIによる探索
（セレンディピティ

を含む）

例:ｷｰﾜｰﾄﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ
による検索

例：Amazon型
レコメンド

例：ブックリスト

潜在的ニーズ

顕在的ニーズ

受
動
的
態
度

能
動
的
態
度
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図書館に限らず、データベース等をリテラシーがなく

ても使えるものにしていくということです。ただ、何

が使いやすいかは、利用者の立場や視点からでなけれ

ば判断できません。したがって、利用者のニーズや利

用のスタイルをきちんと分析していくことが求められ

ていくと思います。 

 一例を示すと、先ほどのプロジェクトにおいて、本

を探したり選んだりするときに困っていることについ

てアンケートを採ったところ（図 9）、どのような困

りごとを抱えているかは、読書や図書館利用の頻度、

つまり普段から文献にどの程度親しんでいるかによっ

て異なることがわかりました（図 10）。普段から文献

に親しんでいる人の困りごとは、「キーワードが思い

つかない」「ジャンルがわからない」など、今までリ

テラシー教育でも語られてきたことでした。一方で、

普段から文献に親しんでいない人の困りごとは、「自

分に合った難易度の本がわからない」「自分に合った

分量がわからない」などというものでした。これに対

しては、リテラシーを教育するのではなく、文献の難

易度や分量がわかりやすい仕組みをつくっていくとい

ったことが重要だと思います。これからオープン化が

進んでいくなかでも、このようなニーズ調査はぜひ進

めていく必要があると考えています。 

 

まとめにかえて 
 以上、オープン化の進む今後において、情報リテラ

シーについてどのようなことを考えていくべきかに関

して私論・私見を述べてきました。一言で言うと、図

書館の役割も変わっていくと思います。私はそれを

「コーディネーターとしての図書館員」と呼んでいま

す。触れられなかった論点も多々ありますが、この後

のディスカッションで補いたいと思います（図 11）。 

（図 10） 

グループごとに生じやすい課題

受動的 能動的

本をよく読む人が感じやすい課題

図書館をよく利用する人が感じやすい課題 キーワードが思いつかない

ある本の類書・関連本がうまく探せない

ジャンル・分野が
わからない

候補となる本が多すぎる

興味をひく本が見つからない

自分に合った難易度の本がわからない

自分に合った分量の本がわからない

他人の評価を参考にしたい

（図 9） 

【参考】文献探索・選択におけるニーズ
—実態に関するアンケート調査より—

・ 実施時期‥‥2023年3月

・ 実施方法‥‥インターネット

・ 調査対象‥‥480人（「10代」から「60代以上」の各男女40人）

・ 調査項目‥‥年齢・性別・職業、本の探し方・選び方、
探索・選択において困っていること、読書頻度、図書館利用頻度 など

・ 集計結果‥‥読書や図書館利用頻度などによって異なる課題

野末ほか（2023）「私たちは本をどのように探したり選んだり
しているか」『大学教育学会第45回大会発表要旨集録』

（図 11） 

まとめにかえて

・ （学術）情報流通・利用の変容

・ 情報リテラシー観の転換

・ 情報リテラシーへの三つのアプローチ

↓
・ コーディネーターとしての図書館員

・ 図書館の資源を活用した「学び（成長）」のプロセスの構築
情報資源（教材）、物的支援（教具）、空間資源（教室）、人的資源（教師）

・ 研究と教育・学修（学習）の支援・推進
リサーチリテラシーの育成
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 私は大学図書館の立場からお話しします。先ほど引

原先生から、オープンデータや研究データ管理につい

て、図書館は何もしてこなかったではないかというお

話がありました。しかしそうではなく、図書館はやっ

てきたのだが影響力がなかっただけではないかと思い

ます。図書館のコミュニティとアカデミアの大きさは、

比較にならないほど違います。どれだけの人が参画し

たかということを割合でいえば、アカデミアよりも大

学図書館コミュニティの方がはるかに大きかったと思

います。そういう意味では、実はアカデミアの罪の方

が重いと言えるのではないでしょうか。 

 本日は、「2030 デジタル・ライブラリー」という観

点から、オープンアクセス（OA）義務化後の話をさ

せていただきます。 

 

オープンサイエンス／大学図書館をめぐる政策

的俯瞰図 
 現在、大学図書館をめぐって非常に多くの政策が動

いています。図 1 のように、学術会議、科学技術・学

術審議会（文部科学省）、内閣府（総合科学技術・イ

ノベーション会議：CSTI、知財戦略推進本部）、文化

庁という四つの主要ステークホルダーのみならず、国
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オープンアクセス義務化後の大学図書館の姿としての 

『2030 デジタル・ライブラリー』 
 

 
竹内 比呂也 

（千葉大学） 

 講演要旨 

2023 年 1 月に公表された、「オープンサイエンス時代における大学図書館の在り方について（審議のまとめ）」は、大学図書館の本

質を具現化する、そのあるべき姿として 2030 年度を目途に実現するものとして「デジタル・ライブラリー」を提示している。こ

の「2030 デジタル・ライブラリー」は、単なる蔵書の電子化ではなく、運営、サービス、職員の知識やスキルの変革など、コン

テンツのデジタル化を経て意識され、実現されるべき DX を推進する大学図書館の姿である。大学図書館を介して提供されるコン

テンツの電子化はその実現に向けた前提とも言えるものであるが、コンテンツの電子化については、「これまで」の蔵書の電子化

と「これから」生産されるコンテンツの電子化を分けて考える必要がある。2025 年からの公的助成を受けた研究成果のオープン

アクセス義務化がどのような影響を与えるか、オープンアクセスの理念と大学図書館という点から考察したい。 

竹内 比呂也 
慶應義塾大学大学院文学研究科図書館・情報学専攻修士課程修了。愛知淑徳大学大学院文学研究科博

士後期課程（図書館情報学専攻）単位取得退学。東京大学総合図書館、ユネスコアジア太平洋地域中

央事務所、静岡県立大学短期大学部を経て、2003年より千葉大学に勤務。現在、千葉大学副学長（教

育改革・学修支援）、附属図書館長、アカデミック・リンク・センター長、国際未来教育基幹高等教

育センター長、大学院人文科学研究院教授。また、科学技術・学術審議会情報委員会オープンサイエ

ンス時代の大学図書館検討部会主査、「2030デジタル・ライブラリー」推進に関する検討会主査、国

立国会図書館科学技術情報整備審議会委員長代理などを歴任。 

 



SPARC Japan NewsLetter NO.48 
 
 

44 

立情報学研究所（NII）、国立国会図書館（NDL）、科

学技術振興機構（JST）、日本学術振興会（JSPS）など、

さまざまなサービスを行い、かつ政策にも影響を持つ

組織があります。 

 この中で、科学技術・学術審議会において、大学図

書館に関わるさまざまな政策的な議論がなされていま

す。2021年に報告書「我が国の学術情報流通における

課題への対応について」が科学技術・学術審議会情報

委員会ジャーナル問題検討部会でまとめられました。

また、その 2 年後の 2023 年には「オープンサイエン

ス時代における大学図書館の在り方について」という

審議のまとめを同委員会のオープンサイエンス時代に

おける大学図書館の在り方検討部会が公表しています。

その中で示されたのがデジタル・ライブラリーです。 

 

「デジタル・ライブラリー」の実現 
 デジタル・ライブラリーについて、検討部会では、

教育・研究のデジタルトランスフォーメーション

（DX）を前提として、大学図書館が引き続き教育・

研究と共にあるためにはどのような機能を果たしてい

くべきかについて検討しました。デジタル・ライブラ

リーとは、大学図書館のコミュニティでのかなり古い

言葉である「電子図書館」の構想をそのままコピーし

たものではなく、さらに先に進め、DX の中でも新た

な機能をさらに追求していく大学図書館のことを指す

とされています（図 2）。 

 ここで重要な問題は、大学図書館の本質をどう具現化

するかということです。大学図書館の本質とは一体何で

しょうか。われわれは、今、目の前にある、これまで経

験してきた本や雑誌を前提としたサーキュレーションの

形での提供をどうしても考えてしまう、あるいは、それ

に引きずられてしまうわけです。しかし、これまでの学

術情報、あるいは印刷・出版等の仕組みの中で、図書館

ができる形はこれしかなかったためにそうなってきたと

言うべきであり、それが本質ではないはずです。 

 大学図書館の本質については、検討部会でも議論して

います。メディアに何らかの形で記録している、されて

いることが前提にはなりますが、大学における教育・研

究の発展において、情報の発見可能性を高め、アクセス

を保証し、利活用できるようにする。そのことを通じて、

さらに継続的に知の生産を行っていく。それが大学図書

館の本質であると考えるべきだということです。大学図

書館の望ましい姿を、2030 年度を目途に具体化するため

「2030 デジタル・ライブラリー」が考えられました。 

 この審議のまとめが公表された後、その構想を実現

するために、「2030 デジタル・ライブラリー」推進に

関する検討会が立ち上げられました。そこで作成した

「『2030 デジタル・ライブラリー』推進に向けたロー

ドマップ」が 2024年 7月に公開されています（図 3）。

（図 2） 

「デジタル・ライブラリー」の実現

• デジタル・ライブラリーとは，1990年代に盛んに議論された
「電子図書館」構想を更に進めたものであり，コンテンツのデ
ジタル化を経た結果として意識される，運営やサービス，職員
の知識やスキルの変革などを内包する形で自身のDXを推進する
大学図書館のことをさす

• 大学図書館の本質を具現化する，そのあるべき姿として2030年
度を目途に実現するものと位置付ける

3

（図 1） 

2

オープンサイエンス／大学図書館をめぐる政策的俯瞰図

科学技術・学術審議会
（文部科学省）

内閣府（CSTI／知
財戦略推進本部）

NII 国立国会図書館 JST

文化庁学術会議

著作権法改正
(2018,2021）

科学技術・イノベーション基本計画
統合イノベーション戦略、ほか

情報委員会、検討部会
「審議まとめ」

大学図書館

大学

JSPS

教育・研究のDX

「デジタルシフト」
デジタル化送信サービス

SINET、NACSIS-CAT
JAIRO、学認、RDM OA義務化方針Jxiv、OA義務化方針

オープンサイエンス、
学術情報に関する検討
委員会

大学設置
基準（2022）

（図 3） 

ロードマップの優先事項

【1】支援機能・サービス：支援・サービスの基盤としての「コ
ンテンツのデジタル化」と「オープンアクセス」
これまでのコンテンツとこれから生み出されるコンテンツの効果的な利活用に
向けたデジタル化とオープン化を促進すること
【2】場：「ライブラリー・スキーマ」に基づく機能の具体化
大学図書館の論理構造としての「ライブラリー・スキーマ」の明確化とそれに
基づく大学図書館機能を具体化し実装すること
【3】人材：求められる「スキル・育成」とそのための「制度」
オープンサイエンスに係る支援等、今後求められる新しい機能に対応しうる人
材の育成と、育成された人材の適切な配置を実現すること

4
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その中では、「支援機能・サービス」「場」「人材」と

いう三つがロードマップの優先事項として挙げられて

います。その実行に当たっては、一大学一図書館とい

うことに決してこだわらない。特に新しいことに取り

組む際には、一大学あるいは一図書館に閉じた形では

実現しづらいということを議論の前提とし、このロー

ドマップを 2030 年に向けてどのように実現していく

かということをバックキャストで考えました。 

 

今後の大学図書館に求められる教育・研究支援

機能や新たなサービス 
 「デジタル・ライブラリー」実現に向けて最も大きな

問題は、基盤となるコンテンツです。これについては、

「過去」と「これから」に分けて考える必要があります。

「過去」については当然デジタル・コレクション化して

いくことが非常に重要ですが、「これから」については、

研究データや教材など従来大学図書館が扱ってこなかっ

たものについても、研究・教育の文脈で考えると重要に

なるため、当然対応していきます。その際には、利用者

の立場に立って考えることを意識しています。 

 特に「これから」についてはオープンアクセス、オ

ープンデータを原則とします。ここで初めて OA の議

論が重なるわけですが、少なくとも私自身は、OA と

は理念として捉えるべきものであり、手段として捉え

るべきではないと考えています。 

 OA の理念の最大のポイントは、学術コミュニケー

ションを研究者の手に取り戻すことにあったと思いま

す。これは 2002 年のブダペスト・オープンアクセ

ス・イニシアチブ（BOAI）以来の基本理念です。OA

とは誰もが無料でそのコンテンツを利用できるように

することであり、突き詰めて考えると、これはどう考

えても基盤ということになります。大学図書館は、そ

の基盤の一つであり続けるということです。 

 新たに出来する研究データに関しては、公開されて

いる研究データの発見可能性を高めるところに大学図

書館の最大の役目があります。武田先生のお話にもあ

りましたが、研究者、データ、論文にすべからく識別

子（PID）が付与されていることが大前提になるはず

ですので、このことについて図書館はしっかり仕事を

していく必要があります。 

 ただ、それだけで図書館のコンテンツ基盤が成立す

るわけではなく、義務化の対象外の領域にも非常に多

くのコンテンツがあることを認識しておかなければな

りません。専門書等の電子書籍化が遅れている領域で

は、商業流通に馴染まないものを中心に大学図書館が

デジタル化、オープン化を担う可能性も十分考えてい

くべきです（図 4）。 

 

まとめ 
 OA は、オープンデータを含めて考えるべきだと思い

ますが、デジタル・ライブラリーの実現という観点から

見ると、誰もが無料で利用できるコンテンツの基盤の一

つとして非常に大きな部分を占めるものになります。ま

た、デジタル時代の新しい学術情報流通、つまり、オー

プンな中でさまざまな人たちと関わりつつ研究者が主導

権を握っていく学術情報の流通を考えていく中にも、こ

の OA という考え方が入ってきます。従って、図書館が

（図 5） 

6

2030デジタル・
ライブラリー

DX時代の新しい
学術情報流通

オープンアクセス

（図 4） 

今後の大学図書館に求められる教育・研究支
援機能や新たなサービスについて
• 「デジタル・ライブラリー」の基礎としてのコンテンツのデジ
タル化とオープンアクセス
資料のタイプ別に，「過去」と「これから」を分けて，どのようにデ
ジタル・コレクション化していくかを検討する必要がある
「これから」については，研究データ（研究支援の文脈），教材（著
作権，教育学修支援の文脈）に対応。利用者の立場に立つこと。
また「これから」については「オープンアクセス」「オープンデー
タ」が原則
研究データのオープン化に関する大学図書館の役割は，公開されてい
る研究データの発見可能性を高めること
専門書等の電子書籍化が遅れている領域では，商業流通に馴染まない
ものを中心に大学図書館がデジタル化，オープン化を担ってもいい

5
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果たそうとしている機能と、学術情報流通全体のあるべ

き形が重なっていくことになると思います（図 5）。 

 このときに考えなければならないのは、情報流通の

粒度が大きく変わるということです。これまでわれわ

れがパッケージとして捉えていたメディアがある程度

解体され、より適切で、より合理的な形で流通してい

くであろうことが、これからの姿として見えてくるの

ではないかと考えています。 
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●池内 まず、前半の講演を簡単にまとめさせていた

だきます。最初に引原先生から、即時オープンアクセ

ス（OA）の義務化が行われ、現状維持の状態からも

う一度、自律的な学術情報流通を見直すチャンスでは

ないかというお話がありました。即時 OA は決してゴ

ールではなく、そこから何を新しく生み出すかが大事

だというのが本セミナーの趣旨でもありますが、その

ときに、データを公開して何になるのかという否定的

な疑問が生まれるというお話もありました。 

 続く川島さんや髙橋さんのお話には、そのヒントに

なることが出たように思います。例えば、ヒトゲノム

計画からはたくさんのメリットが生まれ、ある程度ま

では予測されていましたが、AlphaFold2 のようなノー

ベル賞級の素晴らしい成果までは、タンパク質のデー

タベースが開始された時点では予測し切れなかったの

ではないかと思います。しかしそれは間違いなくオー

プンデータあっての成果です。ヒトゲノム計画が始ま

ったときには、必ずしも全員が賛成ではありませんで

した。現在の即時 OA 義務化の状況も同じではないか

と考えました。 

 髙橋さんからは、伝える仕組みということで、単に

学術成果が公開されるだけではなく、きちんとブリッ

ジコミュニケーションがあることで使えるようになり、

フィードバックができるようになるというお話があり

ました。また、ブリッジコミュニケーションの発想で

採択プロセスを設計したリバネス研究費では、採択さ

れた研究者が、後に研究代表者として獲得した研究費

の総額が（2020 年時点で）74 億円と、これもまた事

前には予測できなかった大きな成果だと思います。デ

ータや論文を公開して何かいいことがあるのかと考え

てしまいますが、そこから予測を超える成果が生み出

されるというヒントを頂きました。 

 瀬戸さんからは、地図情報の民主化ということで、

災害時や緊急時の地図の重要性は日々実感しているこ

とですが、これを単にオープンにするだけでなく、教

材や動画を作成し、参加者を増やすためのエコシステ

ムを構築することによってコミュニティができている

というお話がありました。今後の活動を考える上でヒ
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ントになるご示唆を頂いたと思います。 

 続いて北本さんからは、データを生成・公開する人

には、その使われ方が見えづらいというお話がありま

した。やはりデータの公開はゴールではなく、使われ

方の見える化が重要であり、利用方法の汎用化におけ

る Mahalo Button の活躍と、Mahalo Button 自体が再利

用可能で他のシステムにも導入できることをご紹介い

ただきました。 

 続いて武田さんからは、多様なステークホルダーが

必要としている情報を回すためにどうするかというこ

とをお話しいただきました。これは引原先生からお話

があった、複雑に絡み合った問題を整理するという点

ともつながると思いますが、永続的識別子（PID）で

整理することにより、多様なステークホルダーがその

データを使えるようにするという非常に重要なお話が

ありました。 

 最後に図書館について、野末さん、竹内さんからお

話を頂きました。野末さんは、情報リテラシーに関し

て、それ自体の DX、図書館の役割も変わっていくこ

と、利用者にリテラシーを教えるというフェーズから、

AI を使いつつ、リテラシーがなくても使いやすい環

境づくりをするというフェーズに移行していくことを

お話しくださったと思います。竹内さんからは、図書

館はこの問題に取り組んできたものの、影響力が低く

伝わっていないとのご指摘がありました。デジタル・

ライブラリーの今後としては、オープンアクセス・オ

ープンデータが原則であり、基盤を作ることで学術コ

ミュニケーションを研究者の手に取り戻すということ

をお話しいただきました。初心に戻って大事な話がい

ろいろ出てきたと思います。 

 ここから質疑応答に入りたいと思います。引原先生

からお願いします。 

 

●引原 一番多く頂いている「『予算がつき、論文が

通るようになったときは、全てが終わっている』とは

どういうことか」というご質問にお答えします。研究

者にとっては当たり前の話ですが、研究を始めるとき

には非常にピュアなモチベーションを持って、いろい

ろな勉強をして、予算の有無にかかわらず自分の考え

に従って研究を始めます。それを論文化する、実験と

して形にする、データを取ることは、誰かに要求され

た行為でもなければ、研究費に対するエビデンスのた

めにやっている行為でもありません。 

 この経験を経ずに研究者になった人はほとんどいな

いと私は信じてきたのですが、最近の大学教育では、

そこが少し欠落しているのではないかと思います。学

生のときから大きなプロジェクトに組み込まれ過ぎて、

「研究とはこういうものである」という形を先生に作

られてしまいます。ですから、論文が通ったら終わり

だという感覚がなく、そこから始まって次に面白い論

文になりそうなものを探す人たちが多いのです。自分

の持っている種を成長させるのではなく、どこかにあ

るものを自分の方に持ってくるというスタイルの研究

が非常に増えているのが現状です。 

 しかし、現実には論文が 1 本出たら、その分野の答

えは 7～8 割決まったと考えるべきだというのが、私

の経験的な考え方です。研究に大きな予算が付くと、

そこから生じるのは予算の処理ばかりとなる。人を雇

えば、その人が道に迷わないようにするにはどうした

らよいか、博士を採用したら、きちんと育て上げるに

はどうすればよいかということばかりになってしまう。

そうすると研究ではなくなってしまいます。これを、

「予算が付き、論文が通るようになったときは、研究

者としては全てが終わっている」という言葉に集約し

たということです。 

 

●池内 ありがとうございました。それでは川島さん、

お願いします。 

 

●川島 ご質問を二つ頂いています。一つ目は「企業

が独自に収集したヒトゲノム情報について、どのよう

な管理規則・利用規制が存在するのでしょうか」とい

うご質問です。申し訳ありませんが、私は（規則につ

いては）詳しくないため正しくお答えはできません。
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ただ現状、ゲノム情報は日本においては個人情報保護

法の中で「要配慮個人情報」とされていますので、デ

ータの取得・利用・提供に関しては提供者本人の同意

が必要です。ゲノムに関しては特に「ヒトゲノム・遺

伝子解析研究に関する倫理指針」が厚生労働省から公

布されています（2021年に廃止。同年新たに「人を対

象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」が

制定）。これは研究機関・企業を問わず適用される指

針で、ヒトゲノムデータの収集・解析・管理などのル

ールを規定しています。ただ、法律に関わることです

ので、具体的に何かされる場合はきちんと専門家に聞

いていただく方がよいと思います。 

 もう一つが、「ライフサイエンス分野ではオープン

データが進んでいますが、他の分野でオープン化を進

めるために何か参考にできることがあるでしょうか」

というご質問ですが、その背景には何か分かりやすい

理由があるわけではなく、たまたま歴史的な事情など

複数の理由があるのだと思います。 

 ただ、ライフサイエンス分野にはデータベースを研

究論文として投稿できる雑誌があります。昔はなかっ

たのですが、データベースを作る人が増え、それを業

績にしたいという要望を受け入れる学術雑誌が出てき

ました。論文が出るということは、業績が増えること

です。論文にするにはオープンなデータベースでなけ

ればならないため、これは一つのインセンティブにな

ると思います。 

 また、講演でもお話ししましたが、論文出版の際に

付随するデータを公的データベースに登録することを

義務づけているケースも多くあります。他の分野でど

のようにそれを導入できるかは分かりませんが、義務

があれば、皆さんデータを登録されると思います。た

だ、正直に言うと、研究者としてはデータをオープン

にすることは面倒な部分は多いのです。従って、ライ

フサイエンス分野であっても後回しにされがちではあ

りますので、簡単にできる方法があるかといわれると、

そうではないように思います。 

 

●池内 ありがとうございました。なかなか難しいと

ころはあろうかと思います。続いて髙橋さん、お願い

します。 

 

●髙橋 「今回の『即時 OA 義務化』の具体的方策で

は、『利活用の範囲に関するライセンス情報の明示が

なくても無料でアクセスできれば対応 OK』とあり、

利活用の点が軽視されているようです。ブリッジコミ

ュニケーションに支障はないのでしょうか」というご

質問を頂いています。これは難しいですね。これから

次々にオープン化されコンテンツが増えていくと、相

対的に状況が良くなるだろうという期待はあります。 

 一方で、オープンなコンテンツについて少し話を広

げて解釈しますと、大学と研究機関が持っているコン

テンツは、研究成果に限らないと思います。具体的に

いうと、先ほど例示した「日本の研究.com」は予算が

付いたプロジェクトについてですので、まだ成果は出

ていませんが、より上流に行くと、「まだ予算は付い

ていないけれどもこんなことを思い付いた」というも

のもあります。実は社会・産業界が一番期待している

のはその部分です。予算が付き、成果が出て知財も自

由がきかない状態で「さあ、どうぞ」と言われても、

逆にコストがかかり、組み方を考えるのは難しいこと

もあります。大学の持つ広い意味での価値は、そうい

う仮説を続々と生むところです。その部分での接点が

生まれると、オープンなコンテンツにも深さが出るの

ではないかと思います。 

 現在、われわれは社会実験として、採択されなかっ

た科学研究費助成事業（科研費）の申請書を集めるデ

ータベースを作っています。府省共通研究開発管理シ

ステム（e-Rad）の eをリバネスの Lに変えて「L-RAD」

と呼んでいるのですが、産業界の方々からは、「一緒

に組みたい」という声を頂いています。つまり、コミ

ュニケーションの接点を少し上流に持っていくという

ことです。そのリスクは産業界も受け入れられますし、

逆にそこを競争力にしたいという狙いもあります。ア

カデミアこそ、そのようなことが得意なのではないで
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しょうか。 

 コンテンツという意味でもう 1 点加えます。近年、

文部科学省が中学・高校の探究学習を強く推進してお

り、中高生の研究活動が増えています。それ自体は素

晴らしいことです。（このような研究初級者に対して）

図書館も含めて大学が貢献できるのは、倫理など、成

果以外の部分があると思います。「研究とは？」とい

う基本的なことを学ばずに興味関心だけで研究的なも

のに関わってしまう。例えば、論文との見分けもつか

ず、ウィキペディアから引用してしまうことがありま

す。もちろんウィキペディアは、彼らにとっては多く

の情報を得られるソースだと思います。しかし、まず

は学術情報の使い方の「いろは」や研究倫理といった

ところをベースとして（研究を）広げていくことも必

要です。そのような工夫とセットにして支援すれば、

オープンデータの真偽を見極めることが難しくなって

いる中で、広い意味でのリテラシーの向上に大学が貢

献できるのではないかと考えます。 

 

●池内 ありがとうございます。最後の中高生の研究

活動には、オープンサイエンス、研究プロセスのオー

プン化も含まれると思います。リテラシーの観点から、

野末先生、いかがでしょうか。 

 

●野末 典拠を示す、ウィキペディアではなく論文を

読む、文献はきちんと原典をたどる、といったことは、

大学ではリテラシー教育として行っていますし、もち

ろん小中高校でも指導されています。ただ、なかなか

徹底されていないのは、その理由がはっきりしないか

らだと思います。 

 議論を盛り上げるためにあえて言うと、私はウィキ

ペディアを使ってもよいケースがあると思っています。

つまり原典にきちんと当たらないといけないケースか

らウィキペディアでもよいケースまで、研究や学術と

呼んでいるものであっても、グラデーションがあるよ

うに思います。AI を使ってよいかどうかという問題

も同じで、信頼性は 50〜60％だけれど、AI が言って

いることでいいねというケースと、典拠があって信頼

性は 100％ですよというケースがあると思います。つ

まり、求められる信頼性の度合いのようなものがあり、

「ウィキペディアでもよいケース」をあえて指導する

ことで、その違いが見えてくると思います。 

 

●池内 ありがとうございました。瀬戸さん、データ

の品質管理の話も少し出ましたが、いかに更新してい

くかについて、いかがでしょうか。 

 

●瀬戸 データの更新性、信頼性の向上という話で言

うと、ウィキペディアに関しては「ウィキペディアタ

ウン」といって、図書館などをベースとしながら、そ

こで信頼できる郷土資料を探し、記事に書かれていな

い情報を加筆するほか、場合によっては実際に現地に

フィールドワークに行って確認した上で信頼性を高め

る素晴らしい活動があります。OA に引き戻して考え

ると、研究者やいろいろな機関が作ったデータをユー

ザーとしてよりよく使うことは必要ですが、いつまで

も利用者（側）でよいかというところもあります。学

術情報にも容易な分野と難しい分野があるとは思いま

すが、データを作る側の立場として（OA に関する）

活動に参加することも一つとなるのではと思いました。 

 そういう意味で、髙橋さんがおっしゃった、OA の

データや研究業績がコミュニケーションの接点になり、

いろいろな方がつながるという言葉に大変感銘を受け

ました。「無理やり感」や「やらされ感」を軽減する

ことも一つケアとして大事だと思いますが、使い手だ

けでなく作り手の立場に立って、OA 化されたデータ

やコンテンツに触ってみる活動が、図書館や大学、研

究機関でもっと進めていけるとよいと思いました。 

 

●池内 大きなヒントを頂いたように思います。あり

がとうございました。 

 次に北本さん、「機関リポジトリでの OA 化が本当

にデータの利活用につながるのでしょうか。少なくと

も自分の所属大学の機関リポジトリで何か情報（デー
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タ）を得ようと思ったことはありません」というご質

問を頂いています。これは特定の方へのご質問ではあ

りませんが、ぜひ Mahalo Button などいろいろと工夫

されている立場からコメントをお願いします。 

 

●北本 難しいご質問ですが、情報を探すことと情報

を使うことが混同されているように見受けられます。

機関リポジトリにアクセスしてデータを得ようと思う

ことはないかもしれませんが、例えば検索エンジン等

でリンクが示されればアクセスしてダウンロードする

でしょう。今の時代、機関リポジトリが提供する情報

検索手段を用いて、データを取得しなければならない

という縛りはありません。 

 逆に言えば、いろいろなところからデータに到達す

るパスがあれば、さまざまな検索方法で見つかって使

われる可能性があります。データが本当に使われるか

どうかはデータの価値次第ですので、機関リポジトリ

に限らず、データがどこに置いてあっても変わりませ

ん。データの置き場という意味では、まさに

「Findable（見つけられる）」の問題で、Findable とな

っていれば、データに価値があれば使うでしょう。ユ

ーザーから見れば、データの置き場がどこであるかは

重要ではないと思います。もし課題があるとすれば、

機関リポジトリがグローバルに Findable になっていな

い可能性でしょうか。 

 もちろん、ランディングページで、データを使いた

くなるような情報提供がなされているかという問題も

あります。Mahalo Button はそこに貢献しようとするも

ので、データセットのメタデータを利用事例で拡張さ

せるようなイメージです。メタデータとしてさらに豊

富な情報があれば「使ってみよう」と思うかもしれま

せん。ただ、メタデータを決まった構造できちんと書

けば使いたくなるかというと、そうではありません。

AI の時代には、メタデータの付け方も従来の定型的

なものから大きく変わることが予想されます。自然言

語文でデータを持っていて、チャットで質問すると自

然言語文で答えてくれて、その全体がメタデータにな

るという世界は十分に考えられます。そこに工夫の余

地はあると思います。 

 

●池内 武田さんからもコメントをお願いします。 

 

●武田 北本さんが指摘された Findable の点について

は、日本の多くの機関リポジトリが JAIRO Cloud、学

術機関リポジトリデータベース（IRDB）を経由して

CiNii で検索できるようになっていますので、知らず

知らずのうちにリーチしている可能性はあります。実

際、私は少しマニアックな研究もしており、関連する

文献は紀要くらいしかありませんので、さまざまなリ

ンクを拾って読んで役立てています。 

 グローバルに関しては、実は CiNii でもタイトルな

どを翻訳して検索可能にする実験プロジェクトを進め

ており、意外と評判が良いのです。インターネットの

翻訳機能などもいろいろありますが、やはりそういう

ものを（整備して）提供することには一定の価値があ

ると思いました。 

 ですから、Findable に関しては、もちろん完璧では

ありませんが、環境は整いつつあり、あとは中身だと

思います。個人的には十分価値があるものと考えてい

ます。 

 

●池内 Findable とメタデータの件はもう一つの大き

なイシューであり、今後の SPARC Japan セミナーのテ

ーマにもなり得ると思いました。 

 Mahalo Button は、使い方が見られるという点で、初

めてアクセスして使い方が分からない方には非常にリ

ッチな情報だと思います。多くの利用者は、何かを調

べるときに、まず Google で検索し、（検索結果に）ウ

ィキペディアが表示されると、恐らくまずウィキペデ

ィアから見にいくと思います。ウィキペディアに学術

情報をつなぐということに対してはいかがでしょうか。 

 

●武田 実は、ウィキペディアに学術的な論文がどれ

だけ引用されているかについては、英語版ではかなり
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調査されています。国内でも筑波大学の吉川次郎先生

が調査されています。むしろ日本語版がプア（学術文

献の参照記述が少ない）なのです。先ほどの瀬戸先生

の「ウィキペディアでよいこともある」というのはそ

のとおりで、科学技術などに関してはウィキペディア

の情報が一番詳しいということもよくあります。特に

日本の研究者は、より積極的にウィキペディアに書い

て貢献すべきです。実際にウィキペディアに書かれて

いることを引用はできますので、そういうものを評価

してもらいたいくらいです。そこはわれわれも努力し

なければならないと思います。 

 

●池内 図書館員の方でもウィキペディアにひも付け

ることができるようになるといいですね。 

 

●武田 メトロポリタン美術館などでは、職員がウィ

キペディアに書いています。これもコミュニティに対

する美術館としての一つの貢献であるとして、職員が

いわば業務としてウィキペディアの編集に携わってい

ます。日本では、そういう話をついぞ聞いたことがあ

りません。 

 

●池内 実際にメトロポリタン美術館はそれでアクセ

ス数が跳ね上がったことが分かっていますので、そう

いったこともこれから考えていけるといいですね。引

き続き武田さん、ご質問にもお答えいただけますか。 

 

●武田 私の講演では永続的識別子（PID）を強調し

ていたので、「PID の普及に 10 年かかるのでは遅いの

ではないか」「PID の付与やシステムの維持にはコス

トがかかるが払えるのか」「PID は使いたい人が協力

して構築していくもので、外からあれこれ言われるこ

とではないのではないか」というご質問を複数の方か

ら頂きました。 

 ジャパンリンクセンター（JaLC）は、デジタルオブ

ジェクト識別子（DOI）の登録機関（RA）を 2012 年

から始めて地道に普及し、ようやく DOI を付けるの

が当たり前だと思われるようになりました。（国内で

の）最初の PIDですから仕方がないのですが、これに

10 年かかりました。やはり（定着するまで）時間が

かかるのは事実です。また、JaLC を維持するために

は、かなりの資金も必要で、現在は科学技術振興機構

（JST）を通じて国の予算で維持しています。国とし

ても PIDを推奨し、義務とするかは別にしても、付与

することが当然となるようにしてほしいと思います。

もちろん PIDシステムを維持するためにはコストがか

かることを理解して、国の方針にきちんと含めてほし

いです。国の PIDポリシーをつくってほしいというの

は、まさにそこなのです。草の根的に推進するのには

やはり限界があります。JaLC を普及するのに 10 年か

かりました。10 年かかっていたのでは遅いというの

は、おっしゃるとおりです。 

 ちなみに、英国は PIDポリシーを決めた最初の国で

すが、どちらかというとコスト（削減）で行っていま

す。PID を付けることによって学術界全体でいかにコ

ストが削減できるか、例えば検索コストがどれだけ減

るかというコスト分析を行って、英国全体でこれだけ

コストが減るから取り組むべきだとしたのです。日本

の場合、そもそも（検索にかかるコストは）隠れたコ

ストとなっていて積算もできません。英国は（日本の）

1周、2周も先に進んでいますが、日本はまだ「PIDっ

て何？」という段階ですので、コスト分析ができるレ

ベルではありません。しかし、国として進めれば加速

できると思います。「そんなこと言わずにやれ」「それ

は各研究者が意識するものだ」と言われればそのとお

りですが、そうは言っていられません。そこを強く後

押しする仕組みはあった方がよいのではないでしょう

か。 

 

●池内 隠れたコストに、図書館がどれだけ貢献して

いるかを可視化できれば、今後、研究者コミュニティ

に対して図書館がこれだけのことをしているというこ

とを示す分かりやすいメッセージになると思いました。

続いて野末さん、お願いします。 
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●野末 「AI を活用した蔵書探索システムを使って

みました。興味深いです。これは、文献データベース

にも反映し得るでしょうか。そうなると、従来のリテ

ラシー教育がどのように変わっていくのか、もう少し

踏み込んで伺えるとありがたいです」というご質問に

お答えします。 

 データを何にするか、書誌単位を何にするかという

違いです。今は取りあえず書籍・図書を対象としてい

ますが、論文であっても大学のシラバスであっても

AI 探索は可能です。実際に研究ベースでは進めてい

ます。ただ、そのままデータを入れ替えればよいわけ

ではなく、（データに応じて）チューニングは必要で

す。他のデータベースベンダーやプラットフォームで

も AI を使うところが出ていますので、今後さまざま

な検索システムに AI が標準搭載されるようになるだ

ろうと思います。 

 では、リテラシー教育はどのように変わっていくの

でしょうか。AI については、過渡的ではありますが、

ChatGPT なども含めて、AI は何を学習していてどの

ような振る舞いをするかという基本的なことは押さえ

ておいた方がよいでしょう。文献・論文情報の検索に

ついて、図書館に少し引き付けて言うと、これからは

ツールベースでいろいろなことを考えるよりも、その

ツールの持つ意味をリテラシーとして学んでいくべき

だと思います。技術は次々に変わっていきます。今ま

では OPAC をはじめ、キーワードにマッチングするも

のを大量のレコードの中から抽出するというモデルで

した。しかし、AI の場合は、入力したキーワードに

近いレコードを順番に並べ替えます。つまり 10 万冊

の本があれば、1位から 10 万位まで順番に並べるとい

う考え方なのです。ここを理解していないと、どんな

ときに OPAC を使って、どんなときに AI を使えばよ

いかが分かりません。このあたりもこれからのリテラ

シーになっていくと思います。 

 先ほど文脈依存性の話をしました。生データが次々

に出てくると、分野によって使われ方・使い方が違う

ため、文脈依存性がますます高まっていきます。リテ

ラシーもそうなるでしょう。一方で、リテラシーで大

事なのは技術への依存性を低めていくことです。ウィ

キペディアがまさにそうです。「ウィキペディアは使

わない方がよい」というのは、もう少し敷衍すると、

要するに責任を取る人がいないから使うべきでないと

いうことでしょう。小学校などでは、いまだに「イン

ターネットで調べるときは公的機関の情報を使いまし

ょう」「匿名のものは不適切です」などと指導してい

ます。これもおかしな話で、例えば企業の内部告発は

匿名だからこそ信頼性が高いということがあるわけで

す。また、公的な機関が正しいことだけを言うとも限

りません（笑）。 

 つまり、信頼性について、形式的・技術的な側面だ

けで指導していくことはそろそろ古くなっており、そ

れにどういう意味があるのかが大事なのです。「典拠

を付けなさい」「出典を示しなさい」というのは、要

するに書き手に責任を押し付けられるかという話です。

「この人がこう言っているのだから、もしも間違って

いたらこの人のせいだ」と言えるのが信頼性だと思い

ます。80％くらいの信頼でよいのであれば、ウィキペ

ディアでもよいかもしれませんし、先ほどのメトロポ

リタン美術館の話のように、「この人が書いているの

なら 100％信頼できる」ということが求められるケー

スも当然あります。ウィキペディアが一様でないのと

同じように、論文・文献も一様ではありません。技術

への依存性をなるべく低めて、もう少しメタな視点で

リテラシーについて論じていくことがこれから求めら

れると考えます。 

 

●池内 ありがとうございます。AI とリテラシーに

ついては、まさに今から話が動いていくところだと思

います。次に竹内さん、お願いします。 

 

●竹内 私の発表に関わるご質問をたくさん頂いてい

ますが、本日の議論を踏まえると、オープンアクセス

やオープンサイエンスに関しては、研究者になかなか

届かないということです。引原先生がおっしゃったよ
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うに、「主体性を取り戻す」のは研究者であり、その

研究者がクエスチョンマークを示しているのであれば、

その横にいる図書館員がどんなに頑張っても動かない

と思います。そうなると、OA が大事だ、オープンサ

イエンスが大事だという話を図書館が続けていること

に、どういう意味があるのかと考えざるを得ないとこ

ろは正直あります。 

 しかしながら、それで図書館が議論をやめてよいわ

けではありません。少なくともわれわれ図書館にとっ

て、目の前にいるユーザーは大きなターゲットです。

研究者だけでなく学生もいますし、教育という文脈も

当然あります。また、次世代の研究者や次世代の学生

もいます。このような大きな文脈の中でわれわれは議

論していると考えざるを得ないと思います。 

 このことについては引原先生にお尋ねする方がよい

と思います。これまでの環境を快適と思っている人に

対して「それを変えてくれ」「このようにすべきでは

ないか」と提案することは簡単ではありません。なか

なかうまくいかなくても、ある程度、そういうものだ

と考える他はないと思います。 

 

●池内 ありがとうございます。引原先生、いかがで

しょうか。 

 

●引原 竹内先生がおっしゃることはそのとおりだと

思います。研究者というより、必要としていない人に

いくら言っても釈迦に説法で無理な話です。例えば、

ご質問の中に「グリーン OA に何の意味があるのか」

というものがありました。これは、やはり手法と目的

を取り違えているのだろうと思います。目的が明確に

あって、そこにたどり着くための手法として今どれを

選ぶかということだと思います。オープンにする意思

があって、資金があれば別にゴールド OA でよいとい

うのは、それができる人たちはそれで構わない。それ

が社会への貢献であるという判断であれば、それでよ

いと思います。しかし、その考え方は全分野に通じる

わけではなく、論文を公開するだけで精一杯というマ

イナーな分野は多くあります。ただ、「資金がないか

ら OA 化はできません」ではなく、グリーン OA であ

れ、プレプリントであれ、別の手法でも構いませんの

で、研究成果を社会に還元することを真のゴールとす

べきです。研究成果が蓄積することで、武田先生がお

っしゃったように AI にかけていくということが当然

のように起こります。現実には表に出ていない（デー

タの）後ろの部分も AIが学習することもあり、OA 化

していなくとも自身の成果が書かれているようなこと

が、正しいか否かは別問題として、起きているわけで

す。きれいごとですが、自分たちの成果を社会にどう

還元するかが大前提であると思っています。 

 もう一つ、現在、研究者のコミュニティがバラバラ

になっている状況があります。研究者間でなく、研究

者対出版社、研究者対レビュアーという形で分断が起

きています。研究者コミュニティで議論して、よしと

されたものを論文化しているにもかかわらず、レビュ

アーから「それはおかしい」と言われるわけです。こ

れはコミュニティを崩壊させようとしているとしか思

えません。違う世界の人たちが、産業に応用した例が

ない研究のレビューは通さないというのであれば、そ

のレビューには何の価値もありません。それを出版社

が、価値があるかのように押し付けてきて、皆さんが

受け入れているわけです。 

 従って、OA 化することによって、本来のコミュニ

ティをきちんと維持することが重要だと私は考えてい

ます。先ほどの地図情報の話も同じで、データが公開

されることでコミュニティが広がり、さらに上の階層

の研究につながるのです。そちらに誘導していく方が、

広く見れば、特定のステークホルダーの寡占を許さな

い世界になるのではないかと思います。 

 

●竹内 類似の質問で、「『学術コミュニケーションを

取り戻す』『研究者の主体性を』というのは、研究者

にとって研究以外の負担が増えるというようにしか聞

こえません」というご意見を頂いています。引原先生

がおっしゃったように、これは（学術コミュニケーシ
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ョンを）研究者コミュニティに取り戻すということで

あって、個々の研究者が何から何まで全部しなければ

いけないということではありません。 

 さらに「OA 出版にせよデータ公開にせよ、図書館

よりも出版社側の理解が深く、支援も厚いと思います

が、具体的に図書館は研究者に何をしていただけるの

でしょうか」というコメントも頂いています。これに

対してはなかなか答えづらいのですが、ただ、出版社

のサービスが手厚くてよいと思っていらっしゃるので

あれば、出版社が提示するさまざまなサービスに対す

る金額に対して、「高い」「払えない」とは決して言わ

ないでほしいと、日ごろ出版社との交渉の前面にいる

人間からは申し上げたいと思います。研究がうまく回

らないほど雑誌の価格等々で困っているという研究者

からの相談を受けて、図書館がフロントエンドでさま

ざまな提案や交渉を出版社と行っています。そこに対

するリスペクトがないまま、図書館は研究者に何をし

てくれるのだという議論は、関係性の崩壊をもたらす

以外の何物でもないと思います。 

 

●武田 私は図書館の人間ではありませんので、最後

に取り上げられた「研究者の負担」についてお話しし

ます。確かに今、特に若い研究者は非常に激烈な競争

下に置かれており、次のポストを得るために論文を何

本出したか、どこに出すのかに関心が向き、OA 化ま

で頭が回らないというのはよく分かります。そういう

視点で見ると、確かに負担だと思います。そして、引

原先生のように「まず理念から入りなさい」と言われ

ても、近い将来の自身のポストがどうなるか考えて

（不安になって）いる人たちには響きません。そこは、

各分野のコミュニティ、学会を維持している人たちが

意識を一層高めて、若い人たちのためにより良い環境

づくりをしていくべきだと思います。 

 例えば J-STAGE は日本国内の学会のジャーナルの

ためのプラットフォームですが、CC BY が付いている

ジャーナルが少ない、要するにライセンスポリシーが

付いていない論文が多いようです。JST は何度も説明

会を開催して啓蒙していますが、意識が非常に低く、

反応してくれる学会は少ないようです。つまり学会が

自分たちの問題として考えていないということです。

J-STAGE の論文のほとんどは無料公開ですが、フリー

アクセスとオープンアクセスの違いを、学会を運営す

る人たちに理解していただけません。これが日本の学

術界の一番のネックなのではないかと思います。 

 ですから、若い人よりも、むしろコミュニティを担

う人たちに、もっとこういうことを理解してほしい、

意識を高く持ってほしいと思います。せっかく国も義

務化してチャンスをくれたのですから、次は研究者や

研究者コミュニティがそれに対応しなければならない

と思います。 

 

●北本 オープン化に手間がかかることは理解できま

すが、これをコストと考えるか投資と考えるかでだい

ぶ意識が変わると思います。コストと考えると単なる

手間ですが、投資と考えれば将来のリターンを期待し

てオープン化するわけです。資金に困ると投資する余

裕がなくなり、コスト削減に目が行くのはよくあるこ

とです。日本の状況もそうかもしれません。ただ、オ

ープン化すると引用が増えるという調査結果もあるよ

うに、これは将来に向けた投資なのです。最近話題に

なった中国の AI の DeepSeek は、別に誰かに言われた

からではなく、戦略的にいろいろ検討した上で投資と

してオープン化しています。そういうメタな戦略なし

に、面倒かどうかという話をしても仕方がありません。

私も答えはありませんが、考え方の転換が必要だと思

います。 

 

●引原 少し観点が変わるかもしれませんが、例えば

STEM の分野では、データをオープンにしなければ査

読にかからないということが普通になっています。数

年内に STEM 系はそちらに移行し、大手出版社系はそ

のような方針になるだろうと思います。研究者にメリ

ットがない、手間がかかるという話がありましたが、

分野によっては、面倒くさいなどという話ではなくな
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ります。 

 多くの場合、データを出版社などの商業プラットフ

ォームに置いて、その先、データの所有権がどうなる

かまでは認識されていないケースが多いです。現段階

ではそこが曖昧なため、それを検証して、日本の研究

者にとってよい形に落ち着かせる必要があると思いま

す。ですから余計に、将来自分がメインで活躍すると

きにどうあるべきか、という形を皆さんがつくってい

けばよいと思うのです。 

 ところが、「ストレージを幾らくれますか」「幾ら払

わないといけませんか」と、費用の問題ばかり学内で

も聞かれます。むしろ大学院生や若手研究者は、「将

来伸びていく可能性を幾つか出してください、それを

トライアルしてください」と言うと、「分かりました」

と言っていろいろ試してくださいます。そうすると、

論文はこちらに、データは CERN の Zenodo に置くな

ど、いろいろなことを試みて、どちらに置いても変わ

らないということも検証してくれます。 

 やはり、まだいろいろなケースがあるということを

受け入れるべきではないかと思います。図書館の方は

（保存場所は）「図書館でないといけない」と言う傾

向がありますが、そんなこともないと思います。 

 

●池内 ありがとうございます。重要な論点が二つあ

りました。一つはマインドセットの部分で、負担と考

えていたことを投資と考え直すということです。もう

一つは、その具体的な戦略をどうするかというときに、

図書館だけでなくいろいろな在り方があるのではない

かということだったと思います。 

 ライセンスの話なども含めて、実際に使われるとこ

ろでは戦略なりビジョンなりをお持ちかと思います。

髙橋さん、瀬戸さん、いかがでしょうか。 

 

●髙橋 今、議論を聞きながら混乱していたのが、図

書館対研究者的な構図の話であるのか、それとも双方

を含んだ大学（学術）という構図なのかということで

す。ビジネスに当てはめて考えれば、各大学がコンペ

ティターのようになっている状態ですから、何を主語

にして戦略を練るのかによって議論は変わってきます。

会社で言えば、例えば社内の営業が「お客さんがこう

望んでいるから、そのためにこういうことをやりたい」

と言えば、開発部門は「よし、一緒にやろう」となり

ます。ですから、どのような主語で考えるかによって

随分変わってくると感じました。 

 では、産業界がどういうものを期待するかというと、

実際、論文や特許やデータに加えて、「人」を見るこ

とが多いのです。なぜならば、その情報がないからで

す。「日本の研究.com」にも人柄は載っていません。

挑戦的な研究開発に一歩踏み込むときに、人の要素が

作用することはあるように思います。私どもリバネス

グループは大学発ベンチャーへの出資も行っています

が、技術やビジネスモデル以前に、「人」の要素が実

は非常に大きいと考えながらお話を聞いていました。 

 

●池内 その「人」を探すときには、研究者であれば

やはり論文やデータが糸口になるのでしょうか。 

 

●髙橋 もちろん、論文やデータも見ます。それこそ

「日本の研究.com」や論文のデータベースも見ますが、

信頼している先生に「この分野の知り合いはいません

か」とお聞きすることが多いです。というのも、ベン

チャーの人間も大学の先生も、よい意味で個性が強い

です。ですから、人柄の良し悪しという話ではなく合

う合わないの問題だと思います。その情報がすっぽり

抜けているのが現状です。しかし、新しいチャレンジ

ングなところで組んでいくときには、合理的な計算の

結果として組むのではなく、その先に失敗しても、

「一緒に頑張ったけれどできなかった、仕方がないな」

と気持ちを納得させるための準備の部分、あるいはや

ってきたプロセスに価値を見出せる部分に割と「人」

の要素があるのです。それはどうしても可視化できま

せんし、その物差しは一律ではありません。だから面

白いと思う一方で、もし合理的な答えを導くデータベ

ースがあったとしても、機能しないだろうという直観
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を持っています。 

 

●池内 それに対して、図書館なり研究者なりに何が

できるかというと難しいのですが、オープンサイエン

スの効果の一つとして、共同研究や産官学の連携を目

指されているので、そういう視点も大事になると感じ

ました。 

 

●髙橋 そうですね。できるだけ若いうちに他のセク

ターの人と組む経験は積んだ方がよいと思います。私

たちの研究費もそういう経験値になればよいと思って

います。採択する側もいろいろな会社の経営者の方々

ですので非常に多様で、オーナー企業の社長が「あの

研究者は興味深いな」と一存で採択を決めてしまう場

合もあります。全く合議制ではないですが、公的資金

由来ではないためそこは自由です。そういう多様な目

が、産業界、社会の側からも広い意味での学術に入っ

てくるとよいと思います。そして、できるだけ若いう

ちに、自身が取り組みたい研究の文脈で、掛け算とな

るような思考を回す経験を積むと、自分と相手が求め

るものを自然とブリッジできるマインドセットができ

ると思います。 

 その目線で、図書館の方とどのようにチームを組ん

で価値を出すかという際に、図書館は一般の人でもイ

メージがわきやすく、大学の中では非常にインターフ

ェースになり得る場所だと思います。 

 

●池内 そこは図書館の強みですよね。 

 

●髙橋 そうですよね。図書館というビジネスモデル

を考えてみることは、一つヒントになるのではないか

と思いました。 

 

●池内 大変貴重なコメントをありがとうございまし

た。瀬戸さんはいかがでしょうか。 

 

●瀬戸 私の中でまだ整理がうまくできていないので

すが、お話を聞いていて、自分事としても非常に大事

な論点だと思いました。 

 私自身、2021年に今の大学への採用が決まりました

が、それまでは任期付研究者でした。私なりのサイエ

ンスコミュニティでの活動を振り返ると、論文を出し

て専門分野の採用を目指すことは行っていましたが、

それだけでは研究者として足りないのではないかと以

前から強く感じていました。そこで自分自身の興味関

心もあって、OpenStreetMap（OSM）の活動を、当初

は研究者である前に個人として始めました。同じ時期

に、オープンソース開発の GIS コミュニティにも 15

年近く、ライフワークとして関わっています。そのツ

ールが自分の研究で使えるかはさておき、面白いツー

ルだから日本語化してみよう、あるいはソースコード

を少し改善してみようという活動をしてきました。オ

ープンソースコミュニティがすごいと思うのは、フリ

ー＆オープンソースが活動の共通言語となっており、

ソフトウェア開発のみならず、ドキュメント整備など

さまざまな形での活動が盛り上がっているというころ

です。 

 OA に即して考えると、論文は J-STAGE やいろいろ

な学会誌に書きますが、それだけでなく、データセッ

トは（使いやすい）別のリポジトリで公開する、ある

いは開発に関わったソースコードを GitHub などに残

すといった、多様な手段・方法が可能になりました。

かつて、アカデミックコミュニティの中では論文を読

んでくれた方や、指導教員の知り合いなど個人的な付

き合いの中で私を知ってくれる方が多かったのですが、

自分が公開したデータやプロジェクトを介して知って

くれて新たな共同研究者が見つかるというケースを実

際に経験しています。（研究成果を発信する）インタ

ーフェースとしてリポジトリやデータベース、プラッ

トフォームがあることを知ったのは非常に大きいです。

私はもはや若手という年齢ではありませんが、今の若

手研究者の多くが、現在そうしたマインドを持ってい

ると思います。研究室での取り組みをいかに可視化で

きるか、大学という組織の中では大学図書館が、研究
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者とともに可視化する取り組みができるか、研究成果

を魅力的に世界に露出できるかは、大きな挑戦でもあ

りますが、チャンスの一つではないかと思います。 

 最後に、研究者コミュニティあるいは大学の学生と

の接点という意味でも、大学に図書館という場がある

ことは、本来は大きな強みだと思います。本日のお話

を聞いて、今までは蔵書や大学が持つ研究資料などの

資産の管理が主軸と捉えていましたが、そこから、ア

ウトリーチも含めて、（研究資源として）何をアウト

プットしていけるかという点でも、できることはある

のではないかと改めて思いました。私自身いつもは利

用者側という位置付けですが、今回の議論を踏まえて、

大学図書館と研究者・学生で何かできるのではという

視点は、もっと自分事としても考えたいと思います。 

 

●池内 図書館もずっと「場としての図書館」という

議論はしてきたのですが、どちらかというと、デジタ

ルなコンテンツに移行すると図書館に人が来なくなる

という文脈で言われていました。髙橋さんと瀬戸さん

のお話からは、論文やデータがあるだけでなく、館が

あることで人を物理的に集められる、人と人とのつな

がりの場所として再度図書館を利用するという新しい

ストーリーを頂いたように思いました。ありがとうご

ざいます。 

 

●矢吹 だいぶ議論が発散し、煮詰まってきたように

思いますが、皆さまに伺いたいことが一つあります。

「OA が義務化されましたが、どうすればいいですか」

というご質問がたくさんあったように見えますが、一

方で、義務化されたから、やらなければならないから

やるというロジックだけで進み続けるのは、さすがに

寂しい話です。より前向きにこれに取り組みたいと思

う動機は、どこから来るのでしょうか。 

 瀬戸先生のご講演を伺って、オープンソースコミュ

ニティの話とも重なりますが、あのように基盤データ

としての地図データをボランタリーに作っていくこと

が継続するのはなぜなのでしょうか。それは、研究者

がデータをオープン化することとも通じるように思わ

れます。特に、コストと考えるか、投資と考えるかは

一つの考え方です。投資だと思っても、直近でコスト

が発生することは間違いないわけで、ある種の痛みを

飲み込んで進んでいくときに、どのような考え方があ

るか。大変曖昧な問い掛けですが、やらされ仕事では

なく、乗り越えてオープンにしていくことにつながる

ための考え方、姿勢について、改めて伺えればと思い

ます。 

 

●引原 全体としての OA の捉え方ということだと思

います。予算を頂いて処理しました、義務化を果たし

ました、オープン化しますというだけでは寂しい。そ

れは当たり前です。しかし、そうしないと動かなかっ

たというのが現状だと思います。 

 初期値を与えていただいた上で、向かう先を図書館

の人に考えさせるというのは、私は違うと思います。

それはやはり研究者が考えるべきです。分野によって

色合いが違い、地球科学分野や宇宙物理分野ではオー

プン化が当たり前になっていますし、ゲノム系もデー

タの登録が OA 化の義務となっています。化学系でも

そういうケースが多くあります。既にムーブメントが

起きているにもかかわらず、一律に大学や評価機関が

論文のインパクトでしか評価していないことが問題な

のであって、他の多様な尺度を示していくことがこれ

から始まるのではないかと思っています。 

 それを図書館、あるいは図書館だけでなく学内の研

究推進系の部署、評価の部署などが従来の考え方の中

でデータを見て、処理・評価するのではなく、大学と

してどう見せればよいのか、どう見えるのかというこ

とを、データを基に議論する場にしていただくのが最

善だと思います。 

 助成機関もそうです。自分たちがきちんと仕事を果

たしていることを示すために「研究者がトップ 10％

の成果を出しました」のようなことを一生懸命発信し

ているからこのような状況となっているのです。個々

が自身の最適化をして何かをアピールをするからおか
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しいのであって、全体としてどう見るのかということ

をきちんと議論しなければ、資金がどこかに流れてい

くという構図がいつまでも消えずに続くのではないか

と思います。 

 

●川島 元々のご質問は、オープンソースの痛みをど

う乗り越えるかということでしょうか。 

 

●矢吹 それは言葉のあやですが、やらなければなら

ない状態になって始めたというのが、現在の（多く現

場での）状況です。ただ、元々進めてきた人たちは、

既にオープン化しています。その立場としてでも構い

ませんが、なぜオープン化を続けているのでしょうか。 

 

●川島 ご質問に違和感があったのは、私も瀬戸先生

と同様の感じを持っていて、GitHub にプルリクエス

トを出したりコミットしたりするのは、単純に楽しい

からです。論文とは少し違いますが、やらされている

ケースはまずないと思います。恐らく、承認欲求や自

己顕示欲もあるからです。また、若い人は特に多いと

思いますが、単純に GitHub に良いコミットをし続け

ている人は絶対に評価され、就職にも困りません。も

ちろん金銭面だけではありませんが、皆さんから評価

される、だからやりたいのです。 

 研究分野の性質上、私も GitHub を使いますし、オ

ープンデータも出しますし、ウィキペディアにも書き

ます。GitHub は本来、情報系に特化したツールでは

ありませんので、人文科学系の人も積極的に書いてコ

ミットすればよいのにと素朴に思ってしまいます。で

すから、何が問題となっているのか疑問で、先ほどの

アカデミックの中での大学と図書館の対立ということ

も、いまひとつよく分かっていないのかもしれません。

あまりお答えになっていないのですが。 

 

●矢吹 単純に、やったらみんな褒めてくれるのだか

ら、やればいいではないかということだと思うのです。 

 

●川島 それはあります。今はインターネット上で公

開するとフィードバックは速いです。よいことをして

いれば、それこそ GitHub に何か置いたら海外からす

ぐにコミットしたりプルリクエストが届いたり、反応

が速いのです。だから、やりがいがあるのではないか

と思います。 

 

●竹内 今のお話を伺って強く感じたのは、図書館は、

国の制度を守ってきちんと運営していこうというメン

タリティが非常に強いところだということです。とこ

ろが、それは研究者のメンタリティとは合わない。そ

の矛盾があるにもかかわらず、ある部分では図書館が

しなければならないという議論が出て、しかしやろう

とすると、なかなか研究者には受け入れられないとこ

ろがある。引原先生がおっしゃったように、これはた

だ従うということではなく、研究する人にとってプラ

スになる環境をつくるための議論のきっかけに過ぎな

いと思います。制度としてあるから大学で対応しなけ

ればならないのですが、研究者から見れば「図書館に

やらされている」という意識が出てしまいます。本来

は協力していろいろなことができるにもかかわらず、

うまくいかなくなる。研究者からすれば「何をやって

くれるのだ」、図書館からすれば「なぜこれを理解し

ていないのだ」という認識の違いから不毛なコミュニ

ケーションとなってしまう。そういう構図ではないか

と思います。 

 

●矢吹 図書館側は（国から）「やれ」と言われたか

ら（研究者に）持っていくと、「なぜやらないといけ

ないのだ」と返されて、どう説明すればよいか堂々巡

りとなってしまうということでしょうか。私も図書館

の人間ではありませんので、「ではない」立場から伺

っています。一方で、民間のお立場からすると、先ほ

どのお話の中にエッセンスがありましたが、こういう

議論が役に立つという部分もあると思います。髙橋さ

ん、いかがでしょうか。 
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●髙橋 役に立たないことはもちろんないと思います

が、私は今、即時 OA 化を誰が決めたのかということ

から調べているくらいの素人ですので、論点が全くず

れていたら申し訳ありません。お話を聞いていると、

図書館の人はただ間に挟まれているだけで、別に自分

たちで決定してやっているわけではないのに、そこに

不満が向かっているという状態だと思います。一方で、

公的資金で動いているものだから、その成果は広く国

民に還元されるべきであり、（還元方法として）それ

が一番分かりやすいのは成果のデータを OA 化すると

いう構図なのだと思います。その途中途中で図書館の

方が、誰もが納得できる形で研究者にサービスを提供

するのは難しいのではないかと思いました。公的資金

（による研究成果）だから成果を公開するというロジ

ックが通るのならば、これまでやっていなかったのを

変えようという話です。さらに言えば、研究者は直接

的な研究活動だけ行えばよいのかも含めて、何をもっ

て研究というのか。社会・国民の理解増進まで含めて

研究だと考える、あるいはそれが公的資金を提供する

意味だというならば、「それはきちんとやろう」の一

言となってしまいます。 

 

●矢吹 結局、これは研究者の規範的な問題であって、

当然やるべき話だというところに着地するのですね。 

 

●髙橋 そうですね。全体としては、義務なのだしや

らねばという状況なのだと理解しました。ただ、少し

変化球を投げると、資金提供を受けたら実行できるし

考えられるという話であれば、そもそも、最も研究で

価値がある部分である最初に仮説を考える資金は誰も

出していないではないか、むしろ学費で自分が出した

じゃないかという話になってしまいます。科学研究費

助成事業（科研費）の採択率は応募件数の 2～3 割程

度ですので、現在支援を受けている仮説（研究課題）

に対する説明責任は果たしつつも、研究活動の中で生

まれたプラスアルファのアイデアを次に生かすことが

大切だと思います。 

 例えば、図書館がその大学の（科研費の）不採択と

なった申請書を全部まとめたとしたら、その積分値た

るや相当な量となります。そして、「産業界と積極的

に組みたい人がいます。守秘義務を結べば、不採択の

申請書がここで密かに見られますよ」と言えば、多く

の産業界の方が来ると思います。 

 

●矢吹 私は肩書の一つがリサーチ・アドミニストレ

ーター（URA）ですが、まさに研究推進支援を担う専

門職の部隊がそのようなところに目を付けています。

おっしゃるとおりだと思って伺っていました。 

 

●瀬戸 今のお話につなげてお答えします。1 人です

るのか、チームあるいは大学全体の組織を巻き込んで

きちんと取り組むのかという違いもあると思います。 

 私の所属は文学部ですが、私自身は地理学・GIS 研

究ということで、半分理工系のマインドも持って研究

をしていますので、どちらの言い分も分かります。普

段、いろいろな共同研究や学外での交流が多いですが、

基本はほぼ 1 人で全ての事務やデータの処理、論文執

筆などを行っています。このような環境で義務化とい

う話が来ると、オーバーフローするという意見は当然

出てきます。 

 一方、大学図書館だけでなく産学連携に関する部局

や URA のように、研究者あるいは大学外の人々を円

滑につなぐハブが徐々に増えていると思います。この

ような組織が一丸となって、OA についてどう考えて

いくべきなのか。あるいは、やらされていることが前

提にあるかもしれませんが、引原先生のお話のように、

どうしたいのかがいまひとつ伝わってこないと思いま

す。そして大学教員側もどうしたいのかを誰にもきち

んと伝えていない中で、4 月からの（即時 OA 義務化）

開始が目前に迫っている状況だと理解しました。 

 逆に考えると、大学や研究機関として、どのような

データが出せると大学の特色としてユニークかという

こと自体、本来は各大学・各図書館・各研究機関の創

意工夫によっていろいろなパターンが考えられると思
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います。本来、一丸となって行うべきであるにもかか

わらず、そこが今、個別機関の競争になってしまって

いる分、オリジナリティを最も出せるはずなのに、凝

り固まってしまっているのではないかと思いました。 

 OSM の活動は、必要だからではなく楽しいからス

タートした部分もあると思います。日本の場合は、活

動が活発な地域と比べて関わる人はまだ圧倒的に少な

いのですが、あまり考えなくても地図が使える環境が

既にあります。一方、途上国などでは地図が自由に使

えない国も多くあります。地域研究をするときに、そ

もそも地図を入手できないために自分たちで OSM の

データを作らないと現地調査ができないということも

あります。OA 等を考えるときに、今はデータの入手

が困難だが、データがシェアされるようになれば研究

が進む分野があれば、大きなブレークスルーとなる可

能性すらあると思います。やはり研究組織が一丸とな

って指針や方向性を考えていかなければならないので

はないかと思いました。 

 

●北本 無責任な言い方かもしれませんが、やはり図

書館は損な役割を負わされているような気がします。

本来は、研究者が義務化に対応しなければならないは

ずが、図書館が義務化を担うという形に変わってしま

っています。図書館がオープン化のセールス部隊とし

て、研究者に盛んにセールスする役割を担わされてい

るように見えます。 

 先ほどコストと投資という話をしましたが、投資商

品を無理やり売り込むと、「絶対に損をしないのか」

と聞かれます。「絶対に損をしないとは言えませんが、

将来きっといいことがあります」「いや、損をしたく

ないから嫌だ」と、そんな会話に聞こえるのです。実

際には、損をすることもあるかもしれませんが、大き

なリターンが返ってくることもあるわけです。 

 もしかすると図書館には別の可能性があったのかも

しれません。研究者が OA 義務化に困って、図書館に

「どうしたらいいですか」と相談に行くと、図書館は

コンサルタントのように「こんな方法もありますよ」

とアドバイスするという世界です。しかし、現実には

売り込み部隊となってしまっています。 

 こうなってしまったのは、今後の図書館のビジネス

モデルを考える際に、結果的にセールス部隊に組み込

まれるようなモデルを選んでしまったからなのかもし

れません。しかし、売り込みという立場はやはり辛い

でしょうから、コンサルティング的な役割に移れるよ

うな道を探して、（研究者に）選択肢を提示する。そ

ういう道があるのか分からないという意味で無責任な

発言かもしれませんが、そういうところで何かできれ

ばよいのではないかと思いました。 

 

●武田 即時 OA 義務化は決まったことですので、理

由を問われればもちろん答えるべきですが、それにな

ぜわれわれ研究者は従わなければならないのかという

クエスチョンはもうナンセンスになっています。取り

あえず、そういうルールなので従ってくださいという

ことです。 

 ちなみに、今、OA 義務化は科研費を含めて 4 事業

だけですが、長期的・世界的に見れば、国立大学の教

員は成果の OA 化を求められる時代はいずれ来ると思

います。それは、国の予算を使っているからです。私

立大学も国から補助金を得ていますので、その可能性

はあります。そこで義務化の理由を問うことには、あ

まり意味がありません。 

 あとはどう実施するかという問題です。それをどう

個別の研究者が理解して自分に役立てるか。最初の質

問はそこだと思いますが、分野によって違いますので、

各自でいろいろ考えてくれたらよいと思います。オー

プンソースが当たり前の分野であれば、同じコンテク

ストで、OA 化も同じだと思えばよい。逆に、例えば

100 年、200 年と残るような歴史を研究する分野であ

ればアーカイブ的にすべきだと思う人もいるでしょう。

あるいは、オープン化がそぐわない分野は、いかにオ

ープン・クローズ戦略を練り直すか。それは義務化す

る条件がある上で、各分野で考えるべきだと思います。 

 最後に図書館の関係についてです。まず OA 化の一
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番の責任を負うのは本来、大学でいえば研究推進の部

門のはずです。そこがまずは基本で、大学での方針を

定め、その実施の上での図書館の役割を位置付けるべ

きであって、図書館が旗を振るのは確かにおかしな話

です。研究推進部門が大学としてどのように成果を公

開するかを位置付け、論文なら図書館、データならデ

ータセンターで相談しなさいなどと仕分けるべきです。

そう考えると図書館が最前に立つのは違うように思い

ます。国も OA 化を推進する中心はどこなのかについ

ては言及していません。今から考えると、そこまで言

うべきだったように思います。 

 

●野末 私は教育分野の出身ですので、少し視点を変

えて 1 点だけお話しします。大学に限って言うと、大

学の役割の一つは研究、もう一つが教育です。教育に

おいては、言われたことをできればよいわけではなく、

研究能力、学術的スキル、論理的思考といったものを

身に付けて巣立っていくことが大事です。教科書的な

ものに加えて、今までは触れられなかった生のデータ、

論文などがオープン化されて、教材として使うことが

できれば非常に意味があると思います。OA 化は義務

ですが、実は教育のためでもあります。 

 これを広げて考えると、今、国の施策として、小学

校から高校まで「教科書だけでは学ばない」という流

れになっています。もちろん、研究活動の細かいとこ

ろまでは、児童・生徒は理解できないかもしれません

が、生の研究の素材を使って学ぶ環境が整うことは、

社会的に見ても非常に意味があることです。教育的な

観点からも意義がありますので、「面倒くさい」など

と言うのではなく、取りあえず表に出そうということ

だと思います。 

 

●竹内 オープン化自体は、図書館が本来理想とする、

誰もが無料で必要な情報にアクセスできる環境をつく

るための非常に大きな手段ですので、図書館は決して

そのこと自体を否定しているわけではないことは、ま

ず申し上げておきます。環境が動いていくことは、こ

れまで図書館がこうありたいと考えていたことに明ら

かに近付く一歩だと思います。 

 ただ、国の義務化の要請の中で、各研究分野のユニ

ークさや違いがうまく吸収される場所がないため、一

律のルールで全てをコントロールしようとするところ

にさまざまな矛盾が生じている。髙橋さんがおっしゃ

っていたように、その間に図書館が挟まれている状況

にあるのだと思います。ですから、何が皆にとってよ

い形なのかを少しずつ議論を重ねて動かしていくこと

が重要です。これは、図書館だけ、研究推進部門だけ、

情報基盤部門だけではできないと思います。 

 ご質問に、「この三者がどのように議論するのがい

いのか、なかなかうまくいかない」とコメントをいろ

いろと頂きました。うまくいかないと考えるべきか、

それとも、そういう分け方そのものがもはや時代遅れ

になっていると考えるべきか。大学の組織の在り方と

して見直さなければならない時代なのではないかと私

は思いました。 

 

●矢吹 結局この問題はどこかで毎度考えて、自分な

りに考えがありつつも、「こうも考えられる」「ああも

考えられる」という多様な材料があると視聴者の皆さ

んにもプラスになると思って、非常に雑な形だったの

ですが質問させていただきました。私自身、大変勉強

になりました。 

 一方で、北本先生からあった、怪しい投資商品を売

っているような状況だというお話は非常に納得すると

ころがあり、自分の中でももやもやしていたのはそれ

だと思うところがありました。学内の先生方からご相

談いただいたときには、本来はコンサルタントのよう

に、幾つかのオプションを示せる側になれればという

ことを常に考えてやっているつもりではありますが、

それが非常に明確化できたと思います。先生方、あり

がとうございました。 

 

●池内 時間の関係で全てのご質問にお答えできなか

ったことを深くお詫び申し上げます。本日は、いろい
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ろなヒントを頂くことができたと思います。これでパ

ネルディスカッションを終了します。ご登壇者の皆さ

ま、ありがとうございました。 
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